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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、スリランカ民主社会主義共和国と締結した討議議事録（R/D）

に基づき、技術協力プロジェクト「小規模酪農改善プロジェクト」を 2009 年 4 月から 5 年間の予

定で実施しています。 

この度当機構は、本プロジェクトの協力期間の終了に向け、スリランカ民主社会主義共和国側

と合同でこれまでの活動実績や目標達成状況について総合的な評価を行うとともに、今後の方向

性を協議するため、2013 年 10 月 21 日から 11 月 8 日にかけて終了時評価調査を実施しました。 

本報告書は、同調査団によるスリランカ民主社会主義共和国政府関係者との協議及び評価調査

結果等を取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用される

ことを願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表

します。 

 

平成 25 年 11 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
スリランカ事務所長 青 晴海 
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プロジェクトの位置図 
 

 

 

  

クルネーガラ県  

マータレー県 

ポロンナルワ県 

キャンディ県 

ヌワラエリヤ県 



 

写     真 

後代検定の組織整備への構想を図解で示し
熱く語った DAPHA 課長。DAPH の後代検定
事業に対するオーナーシップは高い。 

 

 本邦研修参加後、10 の飼養管理技術パッ
ケージのマニュアルと人工授精の教材を作
成した DAPH のカウンターパート。 

研修指導員の経験を活かして様々な DAPH
の教材開発を担うカウンターパート。 

 コンピュータプログラミングの専門性を活
かし遺伝能力評価のデータ処理を担当して
いる DAPH 職員。酪農家への普及用のカレ
ンダーのデザインも行う。 

 

国内唯一の種雄牛を保有するクンダサーレ
人工授精センターのリスク管理を図るため
に設置された門と車両消毒設備。 

 凍結精液製造ラボラトリーへの入室の際に
は白衣、帽子の着用を義務づけリスク管理
を行っている。 



 

 

クンダサーレ人工授精センターにて泌乳検
定を行う担当職員。カレンダーに泌乳検定
の実施日を記録。 

 ポロンナルワ人工授精センターにはカウモ
デルが導入され、生体を使った人工授精実
習の前に、カウモデルを使っての練習が可
能となった。 

 
 

後代検定を実施する NLDB ダヤガマ牧場で
はマネージャーと獣医師が中心となり専門
家の技術指導の下、後代検定プロセスと記
録管理を実施している。 

 NLDB ダヤガマ牧場にて結核検査を実施す
る DAPH 獣医師。国家政策により 2013 年に
初妊牛がオーストラリアから輸入され収容
可能頭数 600 頭が飼育されている。 

 
 

LDB ダヤガマ牧場に導入されたミルキング
パーラー。1 回につき 8-10 分で搾乳が完了
する。 

 NLDB ダヤガマ牧場では 600 頭の牛が飼育
されておりプロジェクトにより導入した糞
尿散布機が不可欠となっている。 



 

 

後代検定の実施場所である NLDB アンディ
ガマ牧場の職員に妊娠鑑定の指導を行う専
門家。 

 NLDB アンディガマ牧場にて飼養管理の向
上を図るために造成された牧草地（延べ 60
エーカー）。アンディガマ牧場も自らの予
算で牧草地を拡大している。 

 
 

NLDB 本部に隣接するスーパーマーケット。
NLDB 牧場で生産される生乳やココナッツ
の加工品を製造、販売。 

 10 の飼養管理技術パッケージにならって細
断した牧草を与えるモデル農家（北西部州
クルネーガラ県）。近隣農家へも技術アド
バイスを行う 

 
 

エステート内にあるモデル農家を視察する
合同評価調査団（中央州ヌワラエリヤ県）。

 多くの獣医事務所では人工授精の記録は手書
きの記録簿にて管理されているが、DAPH に
よりコンピュータ記録管理の促進が図られて
いる。（中央州ヌワラエリヤ県獣医事務所）



 

 

モデル農家（中央州キャンディ県）では牛
舎の改修、草裁断機、救急箱の設置、バイ
オガス設備が導入が行われた。 

 モデル農家（中央州キャンディ県）は自家
製のヨーグルトを販売しており、養殖業も
営む。 

 
 

2013 年の品評会で 2 位に輝いたモデル農
家。1 頭 1 頭の情報を個別のノートに記録し
ている（中央州マータレー県）。 

 清潔に保たれた牛舎。壁に記したメジャー
を使い、牛の背丈を定期的に測っている（中
央州マータレー県）。 

 
 

本邦研修に参加経験のあるモデル農家管轄
地区の獣医事務所の獣医師はモデル農家と
同様の活動を周辺農家（12 軒）に展開し、
直接技術指導を行っている（中央州マータ
レー県）。 

 獣医事務所の獣医師とファームデイの開催
準備の打合せを行うDAPH職員と専門家（中
央州ヌワラエリヤ県）。 



 

 

北西部州 DAPH では局長の徹底した業務計
画と情報管理の下、酪農家支援の普及活動
が展開されている。 

 

 ファームデイにて実演指導を行う専門家と
DAPH 職員（北西部州クルネーガラ県）。

 

モデル農家にて対象県外の獣医事務所とモ
デル農家の参加により広域普及活動ファー
ムデイを開催。DAPH 職員とモデル農家が参
加者へ説明を行う（北西部州クルネーガラ
県）。 

 

 合同評価調査団メンバーと DAPH カウン
ターパートとの協議（JICA スリランカ事務
所） 

 

JCC にてモデル農家の飼養管理状況の調査
結果を発表する専門家。 

 JCC ミニッツ署名（畜産・地方コミュニティ
開発省） 

 

  



 

略 語 表 
 

略語 英語 日本語 

C/P Counterpart カウンターパート 

CAIS Central Artificial Insemination Station, 

Kundasale 

クンダサーレ人工授精センター 

DAPH Department of Animal Production and 

Health 

家畜生産衛生局 

FAO Food and Agriculture Organization 国際連合食糧農業機関 

GFMI Small Scale Dairy Farming Improvement 

through Genetic and Feeding Management 

Improvement in Sri Lanka 

スリランカ小規模酪農改善プロジェク

ト 

JCC Joint Coordinating Committee  合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

LDI Livestock Development Instructor 普及員 

MLRCD Ministry of Livestock and Rural Community 

Development 

畜産・地方コミュニティ開発省 

M/M Minutes of Meeting ミニッツ（協議議事録） 

NLDB National Livestock Development Board 国家畜産開発公社 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

P/O Plan of Operation 活動計画 

RCC Regional Coordinating Committee 地方調整委員会 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

Rs. Sri Lanka Rupee スリランカルピー 

USAID The United States Agency for International 

Development 

米国国際開発庁 

VS Veterinary Surgeon 獣医 

VSO Veterinary Surgeon Office 獣医事務所 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：スリランカ民主社会主義共和国 案件名：小規模酪農改善プロジェクト 

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA スリランカ事務所 協力金額（評価時点）：2.5 億円 

協力期間 

（R/D）：2009 年 4 月～2014

年 3 月（5 年間） 

 

先方関係機関：畜産・地方コミュニティ開発省 家

畜生産衛生局、国家畜産開発公社 

日本側協力機関：農林水産省、 

独立行政法人家畜改良センター 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）における牛乳生産は国内需

要の 33％（2009 年）と低く、2009 年の牛乳及び乳製品の輸入額は 30 億ルピー（約 22 億 6,800

万円）に上り、食品輸入総額の 2.1％を占めていることから、スリランカ政府は牛乳の国内自

給を 2016 年までに達成するという目標を定めている。膨大な輸入金額を抑え、目標とする自

給率を達成するためには、酪農分野の抱える課題（①低乳量、②雨季の乳量低下）を解決し、

国内産の牛乳生産を増加させることが不可欠である。 

かかる背景の下、後代検定1の導入を通じ、小規模酪農改善を図る目的でスリランカ政府はわ

が国に対して技術協力プロジェクトの実施要請を行った。本プロジェクトは、適正な後代検定

手法の開発、後代検定に関連する適切な人工授精技術の実践及び酪農家の飼養管理技術の改善

の 3 つの協力分野からなる案件であり、畜産・地方コミュニティ開発省（Ministry of Livestock and 

Rural Community Development：MLRCD）、家畜生産衛生局（Department of Animal Production and 

Health：DAPH）と国家畜産開発公社（National Livestock Development Board：NLDB）をカウン

ターパート（Counterpart：C/P）機関として、2009 年 3 月から 2014 年 3 月までの約 5 年間の予

定で実施されており、現在、2 名の長期専門家（チーフアドバイザー/飼養管理、業務調整/地方

活動支援）及び複数名の短期専門家を派遣中である。 

今回実施する終了時評価調査は、2014 年 3 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動

の実績、成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類

似事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とした。 

 

１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

1．プロジェクト対象地域において、小規模酪農家に適した飼養管理技術の改善により、

牛乳の生産性が向上する。 

2．後代検定済みのジャージー種種雄牛が存在し、後代検定済みの凍結精液を用いた人工

授精が普及する。 

                                                        
1 後代検定とはある家畜の遺伝的能力をその個体ではなく、その子孫（後代）の成績を介して推測する方法。乳牛の改良にお
いては、乳を出すのは雌牛だけであるが、雄牛の能力が大きく影響することから、乳牛の後代検定では、雄牛の能力をその
娘牛の成績（乳量、乳脂量など）から分析し、遺伝的に優れた牛を残していく。（出典：JICA ホームページ、プロジェクト
ニュース） 
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3．スリランカにおいて後代検定の意義の理解が深まり、育種体制が改善する。 

 

(2) プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において、育種及び飼養管理の改善を通じた小規模酪農改善のた

めの技術・体制基盤が整備される。 

 

(3) アウトプット 

アウトプット 1 スリランカにおける適正な後代検定手法が開発される。 

アウトプット 2 後代検定に関連する適切な人工授精技術が実践されていることを確認

する。 

アウトプット 3 酪農家の飼養管理技術が改善する。 

 

(4) 投入（2013 年 9 月時点） 

  1 日本側：総投入額 2.5 億円 

長期専門家派遣： 4 名（121.00 人月（MM）） 

短期専門家派遣： 14 名（33.93 人月（MM）） 

研修員受入： 34 名（本邦研修 10 名、第三国研修 24 名） 

機材供与： 約 4,397 万 6,550 円 

ローカルコスト負担： 約 5,019 万 2,986 円 

  2 スリランカ側： 

C/P： MLRCD、DAPH、NLDB、州 DAPH（中央州、北西部州）、 

獣医事務所、モデル農家 延べ 88 名 

施設提供： プロジェクト事務所 

ローカルコスト負担： 約 931 万 9,608 円 
 

２．評価調査団の概要 

調査者 総括    阿部 裕之 JICA スリランカ事務所 次長 

後代検定  中野 達也 独立行政法人 家畜改良センター 宮崎牧場 次長 

評価企画  浅岡 真紀子 JICA スリランカ事務所 所員 

評価分析  小野里 宏代 株式会社 VSOC 
 

調査期間 2013 年 10 月 21 日～2013 年 11 月 8 日（現地） 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

(1) アウトプットの達成状況 

  アウトプット 1 

プロジェクト期間終了までに 2 つの指標は達成される見込みである。「後代検定手法に

かかるマニュアル作成（指標 1）」については、後代検定基礎編と関連技術マニュアルが

作成され、C/P により活用されている。後代検定応用編マニュアルは 2013 年 11 月に完成

予定である。「C/P による後代検定関連技術の理解と実施体制強化（指標 2）」について、

DAPH 及び NLDB 牧場職員は後代検定の概念とプロセスを十分理解し、2011 年に DAPH

に承認された後代検定モデルに基づき、専門家の指導の下、一連の後代検定手法を実践し
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ていることから技術基盤は強化されている。中間レビューで提言された実施体制強化も、

いまだ後代検定担当部署の設置には至っていないものの、遺伝的能力評価に係るデータ処

理担当 C/P を新たに 2 名配置し増員を図っている。なお、2013 年 10 月の合同調整委員会

（Joint Coordinating Committee：JCC）では外部条件（春機発動遅延、牛結核病等）の影響

を受けた活動実態を踏まえ、当初年 2 回の後代検定計画を年 1 回に変更する案が承認され

た。 

 

  アウトプット 2 

設定された指標は十分に達成されている。人工授精に関する技術は改善され、クンダ

サーレ人工授精センターにおける凍結精液活力は平均 60.6％と目標値 50％以上で維持さ

れている。クンダサーレ人工授精センターでは、凍結精液製造に関する諸機材が供与され、

同センターの人工授精技術者が機材操作方法を習得したことにより、凍結精液製造の質が

向上した。ポロンナルワ人工授精センターでは、人工授精師養成研修用の諸機材が供与さ

れ、研修で網羅する内容が充実し、研修の質が向上した。また、研修プログラムの中で後

代検定に関する講義が行われるようになった。 

 

  アウトプット 3 

終了時評価調査期間中に、すべての指標が達成されたことが確認された。「普及員に対

する研修及び実地指導（指標 1）」については、10 の簡易技法からなる飼養管理技術パッ

ケージ（以下、「適正技術パッケージ」）が開発され、併せて技術マニュアル及び教材が

作成された。また、専門家が行う各モデル農家への技術指導に、当該地区を管轄する獣医

事務所の現場技術者（獣医師、普及員）が立ち合うことで、その内容と指導法は習得され

た。「現場技術者によるモデル農家に対する研修及び実地指導（指標 2）」については、

マニュアルや教材を活用し、専門家の技術支援の下、DAPH 及び州 DAPH の C/P（獣医事

務所の現場技術者を含む）自身が行った。「改善された技術を酪農家に対して普及するた

めの方法論の開発と実践（指標 3）」については、広域普及手法としてファームデイ方式

が考案され、これまで 19 カ所のモデル農家で延べ 39 回実施されている。さらに、DAPH

及び州 DAPH による調整の下、モデル農家管轄地区外の獣医事務所職員及び酪農家を対象

にしたファームデイも開催され、適正技術パッケージの広域普及が行われている。 

 

(2) プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標の 2 つの指標は十分達成されている。「プロジェクト対象地域の関係

技術者と酪農家の 8 割が後代検定の意義を理解し、後代検定済みの種雄牛の精液を導入し

たいと答える（指標 1）」については、プロジェクト対象地域の 93％の獣医師及び 92％の

普及員が後代検定に関する理解度を示し、かつ各々100％及び 98％が後代検定を実施する

必要性があると回答している。また、ファームデイ参加酪農家の 99.6％以上が後代検定済

み種雄牛の精液を導入したいと回答していることから、目標値を大幅に上回っている。「対

象地域における 8 割の酪農家において、プロジェクトが推奨する改善された飼養管理技術

のうち 50％以上が実践される（指標 2）」については、対象地域におけるファームデイ参

加酪農家の 96.1％がプロジェクトの推奨する 10 の飼養管理技術のうち 50％以上の技術を
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実践しており、目標値を大幅に上回っている。 

なお、育種分野について、本プロジェクトでの目標は後代検定手法の開発であるものの、

後代検定事業を継続していくためには、DAPH が担当部署を設置し、後代検定事業実施の

場である NLDB 牧場との連携を強化し、正確な牛群管理、データ収集・分析等を行うこと

が不可欠であり、更なる体制構築が求められる。また、飼養管理分野について、プロジェ

クト対象地域の酪農家の飼養管理改善効果が確認されているところ、今後各州において獣

医事務所の体制強化（人員増員・交通手段の改善）を図りつつ、適正技術パッケージと各

種マニュアルを活用し、ファームデイ等の広域普及手法を継続していくことが期待され

る。 

 

(3) 中間レビュー時の提言に対する対応事項 

2011 年 9 月に実施された中間レビュー時の提言 1)～7)に対して実施された取り組みは以

下のとおりである。 

1) DAPH 本局における後代検定管理体制の強化 

DAPH はコンピュータプログラミング経験を有する 2 名の若い職員を配置し、短期専

門家が開発した遺伝的能力評価に関する泌乳データ処理作業にあたらせている。しか

し、後代検定担当部署の創設については、本調査時点ではまだ実現していない。 

2) 人工授精研修における後代検定講義の常設 

ポロンナルワ人工授精センターで実施されている人工授精師養成研修プログラムの

中で、C/P（同センター担当獣医師）により研修員に対し、後代検定牛の精液の重要性

に関する講義が行われている。 

3) 適正技術パッケージの広域普及をめざした方法論の開発 

DAPH の C/P と専門家は、国内全州の DAPH 局長に対し、モデル農家を活用した研修

について説明を行い、州 DAPH 局長はモデル農家管轄地区外の獣医事務所職員を対象と

するファームデイを開催することに合意している。本調査中に、北西部州 DAPH が DAPH

の技術支援を得て、クルネーガラ地区（Katupotha）のモデル農家管轄地区外の獣医事務

所区域からの獣医師、普及員、酪農家をモデル農家へ招き、ファームデイを開催した。

4) 種雄牛のリスク管理強化 

短期専門家により、クンダサーレ人工授精センター職員に対するバイオセキュリティ

対策に関する指導や牛の伝染病のリスク分析とリスク管理についてのマニュアルが作

成された。2012 年には同センターの施設改修が行われ、敷地内通路の整備、車両消毒槽

の設置工事等が行われた。加えて、外部からの疫病の侵入を防ぐために、敷地内に牛舎

付近への立ち入りを制限するフェンスの設置、入場者の更衣室の設置に係る改修工事を

実施中であり、プロジェクト期間中に完了予定である。 

さらに、スリランカ政府は海外からの輸入牛検疫設備を強化している。DAPH 職員は

リスク管理への意識を一層高め、牛結核病の定期検査を実施している。また、クンダサー

レ人工授精センターの C/P は凍結精液ストローを作成する実験室に人が出入りする際の

行動規範を策定し、実践している。同センター内に新たな更衣室とフェンスを設置後、

これらの規範は種雄牛の牛舎エリアにも適用される予定である。 
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5) 人工授精センターにおける液体窒素の適切な利用 

プロジェクトでは 2012 年 3 月にクンダサーレ人工授精センターに液体窒素タンク

（1,000 キロリットル、2 本）を導入した。また、人工授精用凍結精液の配布プロセスを

確認したところ、液体窒素の無駄は削減されていた。液体窒素タンク（プロジェクトに

より導入されたものを含む）の活用により、液体窒素は有効利用されていることが確認

された。 

6) クンダサーレ人工授精センターにおける凍結精液の事前確保 

クンダサーレ人工授精センターでは週 2 日、2 回／日の採精が行われており、種雄牛

を最大限活用していることが、短期専門家により確認されている。2013 年 9 月時点で実

施中の第 3 回調整交配に十分な精液が確保されている。 

7) NLDB アンディガマ牧場における衛生管理と飼養管理の強化 

NLDB アンディガマ牧場の衛生管理に関し、糞尿散布機を導入したことは、より効率

的な糞尿処理と衛生状況の向上に役立っている。また、プロジェクト牛の成長が遅かっ

たことから、育成期の増体の改善、春機発動の早期化を図るための飼養管理改善策が短

期専門家により提言され、C/P が実行している。同提案に基づき、NLDB は牛舎の改築

を実施している。 

短期専門家が飼料作物の需要状況を確認し、飼料が若干不足していることが判明し

た。特に乾季の飼料不足に対応するために、簡易ボックスを使った乾草ベール作成の実

地指導が C/P に対して実施され、また 10 エーカーの草地（ハイブリッドネピア）の造

成が提言された。その結果、NLDB アンディガマ牧場職員は乾草ベールを製造すること

ができるようになったが、乾草自体の質をさらに向上させる必要があることが指摘され

ている。同牧場では、過去に本プロジェクトにより造成された 50 エーカーの草地（2 エー

カーのハイブリッドネピアと 48 エーカーの Brachiaria ruziziensis）に加え、新たに 10 エー

カーの造成（ハイブリッドネピア）が実施された。 

 

３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性：高い 

本プロジェクトはスリランカ政府の開発政策及び日本国の政府開発援助政策との整合

性が高く、プロジェクトの戦略・アプローチ及び対象グループ選択も適切であり、かつ日

本の技術的優位性も高い。スリランカ政府は「マヒンダ・チンタナ 10 カ年開発計画

（2006-2016 年）」「国家畜産開発政策」において、酪農業は公共投資の優位性の高いセ

クターであり、生乳市場の育成は今後の酪農開発の前提条件であるとし、政策目標として

「国産牛乳の国内自給を 2016 年までに達成する」ことを目標に掲げている。また、本プ

ロジェクトでは品種改良による育種面からの改善に加え、その効果発現を支える飼養管理

技術の改善にも取り組んでおり、小規模酪農家が保有する乳牛の生産性向上を行っていく

うえで包括的なアプローチを取っており、プロジェクト・デザインの妥当性は高い。 

 

(2) 有効性：高い 

プロジェクト目標は「プロジェクト対象地域において、育種及び飼養管理の改善を通じ

た小規模酪農改善のための技術・体制基盤が整備される」であり、上述のとおり、指標は
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既に達成されている。プロジェクト目標の達成は適正な後代検定手法が開発されたこと

（アウトプット 1）、後代検定に関連する適切な人工授精技術が実践されていること（ア

ウトプット 2）、酪農家の飼養管理技術が改善したこと（アウトプット 3）によってもた

らされたと判断される（貢献要因詳細は 3-3 に記載）。 

 

(3) 効率性：やや高い 

対象地域及び技術分野が広範囲に渡る中、通常 7 年を要する後代検定事業に取り組むに

は短いプロジェクト期間の下、設定された 3 つのアウトプットは着実に産出されている。

日本人専門家は計画に基づき各分野へほぼ適切に派遣され、機材及び現地業務費の投入、

本邦研修及び第三国研修も計画どおり実施された。DAPH はプロジェクト実施に必要な専

門分野に従い C/P を配置し、活動実施に必要な資金を負担している。また、後代検定活動

を実施する NLDB 牧場、飼養管理活動を実施する北西部州 DAPH、中央州 DAPH、モデル

農家管轄地区の獣医事務所、モデル農家を C/P と位置付け、各活動が効率的に展開された。

一方、牛結核病の蔓延により、2012 年に NLDB ダヤガマ牧場では、プロジェクト関連牛

が淘汰され、後代検定プロセスは一時中断されたが、その後、オーストラリアの支援によ

り新たに輸入された牛を後代検定に使用するという代替案に C/P が合意し、2013 年には後

代検定プロセスが再開された。プロジェクトの枠組みで想定された外部条件のうち、①異

常な家畜伝染病や異常気象が発生しない、②借腹牛の提供において、NLDB とプロジェク

トの協力関係が維持されるが、一時期危ぶまれたことから、効率性に影響を与える結果と

なった。 

 

(4) インパクト：やや高い 

プロジェクト目標は既に達成されており、C/P によりプロジェクト効果を維持するため

の取り組みがなされれば、プロジェクト終了後の 3～5 年後には上位目標も以下のとおり

達成されることが見込まれる。 

 

・ 「対象地域において、酪農家の牛乳生産量が 20％向上する（指標 1）」について、モ

デル農家のみならず、ファームデイに参加した周辺農家も、適正技術パッケージの実

践により牛の成育状況が向上し、半数近くのモデル農家では乳量向上（1.2~3.6 倍）等

の効果発現が確認されている。 

・ 「後代検定済みの種雄牛が存在し、後代検定済みの凍結精液を用いた人工授精が普及

する（指標 2）」について、第 3 回後代検定が実施中であり、プロジェクト期間終了

から 5 年後には後代検定済み精液が人工授精センターから全国に出荷されることが見

込まれる。 

・ スリランカにおいて後代検定の意義の理解が深まり、育種体制が改善される（指標 3）」

について、スリランカにおいて初めて後代検定が導入されたことで、DAPH 及び NLDB

牧場の技術者は、後代検定の基盤となる牛群選定、泌乳検定、飼養管理、体測技術、

記録管理、飼料作物生産、人工授精等の各プロセスに係る知識とスキルを強化し、後

代検定の意義は十分に理解されている。今後、後代検定にかかる人員配置や予算措置

が図られ、かつ後代検定事業計画策定にかかる関係者間協議が DAPH を中心として、
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主体的に実行されていくことで、上位目標の達成が期待される。 

・ 環境面の波及効果として、クンダサーレ人工授精センターの改修により凍結精液製造

ラボラトリーの衛生環境が向上し、また NLDB 牧場への糞尿散布機の導入、モデル農

家へのバイオガスダイジェスター設置等による糞尿の適正処理を通じて、衛生環境面

での改善に貢献した。文化的側面では、人工授精研修用のカウモデル機材の導入によ

り、人工授精技術実習時の雌牛への負担を軽減でき、動物福祉の意識の高いスリラン

カ側関係者により感謝されている。さらに、ジェンダー配慮の側面では、C/P のモデ

ル農家、獣医師、普及員等に多くの女性が含まれていたことから、本プロジェクトを

通じ女性の研修参加の機会増加、技術や知識の向上が図られた。 

 

(5) 持続性：やや高い 

＜政策・制度面＞ 

・ スリランカ政府は開発計画及び畜産政策文書において、酪農開発を重要と判断してお

り、国産牛乳の国内自給率達成を政策目標に掲げると共に、国内酪農家保護のため生

乳買取設定価格を値上げしている。なお、DAPH は 2009 年より牛の個体識別登録コー

ドシステムにより牛群の管理を開始している。 

＜組織・財政面＞ 

・ DAPH において後代検定担当部署の設置はいまだ実現していないものの、その必要性

は認識されており、後代検定の場となる NLDB との連携強化の必要性についても認識

されている。 

・ NLDB は、牧場の通信環境が悪く後代検定関連データ送信が困難な状況が続いていた

が、通信会社変更により改善を図っている。NLDB ダヤガマ牧場ではオーストラリア

の支援により大量の輸入牛等を導入した結果、後代検定にかかる管理体制がやや弱く

なっている面が見受けられる。後代検定は正確なプロセスと記録管理が必要であるこ

とから、同牧場内に後代検定専任担当者を配置する等の体制強化が望まれる。また、

アンディガマ牧場における発育向上のためのプロジェクト終了後の濃厚飼料確保に

関し、NLDB 本部はその必要性を認識しており、DAPH も費用を負担する意向を示し

ている。 

・ 北西部州及び中央州 DAPH は構築されたモデル農家、適正技術パッケージ、広域普及

手法ファームデイを活用した、対象地域内外の酪農家への技術移転の継続を表明して

いる。一方、獣医事務所における普及活動に係る普及員の人員不足、交通手段の不足

といった課題に対し、北西部及び中央州 DAPH は各州政府へ普及員増員申請を行う等

の対応をしているが、更なる体制強化が望まれる。 

＜技術面＞ 

・ DAPH 及び NLDB 牧場 C/P は後代検定の一連のプロセスを習得している。一方、後代

検定のモニタリング、特に遺伝的能力評価に関し、日本人専門家による継続的な技術

支援の必要性を認識している。 

・ 飼養管理について、モデル農家管轄地区の獣医事務所職員とモデル農家により適正技

術パッケージが習得されており、対象地域外の技術者及び酪農家への普及を継続して

いく意向がある。 
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・ フィールドレベル（各獣医事務所）での人工授精技術について、研修を通じ繁殖技術

の向上を図る必要性があると C/P 関係者から示唆されている。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 

・ 本プロジェクトのデザイン 

育種と飼養管理に係る技術及び体制基盤整備を通じて、小規模酪農の生産性向上をめざ

すものであり、包括的である。 

 

・ 本邦研修参加による C/P の研修効果発現 

後代検定、人工授精、飼養管理技術に関する本邦研修に参加したことで、DAPH の C/P

は新たな知識と技術を習得し、帰国後、これらの知識と技法を活かし、各種マニュアルの

作成、講義の実施、飼養管理、リスク管理等を実践している。また、DAPH 幹部は、帰国

研修員が畜産分野の事業形成に本邦研修で得た知識を活かしていると研修効果を評価し

ている。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

・ 技術移転プロセスと手法 

後代検定の啓蒙活動、適正技術パッケージ、モデル農家の設置、ファームデイ等は獣医

事務所や農家の技術向上に直接的に貢献した技術移転手法であることが確認された。なか

でも 10 の簡易技法からなる適正技術パッケージは低コストで実践でき、農家による実践

率も高い。 

 

・ オーストラリアの支援による輸入種雄牛及び初妊牛の活用、国際連合食糧農業機関

（Food and Agriculture Organization：FAO）支援による乳量検定記録の活用 

牛結核病の発生による後代検定牛の淘汰、春機発動の遅延といった外部要因により後代

検定牛の候補種雄牛及び借腹牛の確保が一時期危ぶまれたが、オーストラリアからの輸入

牛を活用し後代検定の再開が可能となった。また、種雄牛の遺伝的能力評価に必要な娘牛

の泌乳データについても、上記外部要因により、後代検定プロセスから得られたデータサ

ンプルが少なかったため、FAO の支援により DAPH が一般酪農家から収集した泌乳データ

を活用してデータベースが作成され、DAPH の C/P にデータ処理、解析の技術指導が実施

された。 

 

・ C/P の後代検定に対する高いオーナーシップ 

スリランカにおける乳牛の遺伝能力の向上を図るうえで、後代検定の重要性は高いと

C/P により認識されている。彼らのオーナーシップの高さは牛結核病発生に伴う後代検定

牛の淘汰の後も、後代検定プロセスを再開したという事実に表れている。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
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・ 計画内容に関し特段の阻害要因は見当たらない。 

 

(2) 実施プロセスに関すること 

・ 牛結核病の発生によるプロジェクト関連牛の淘汰が後代検定プロセスに与えた影響 

2012 年に、牛結核病発生によりクンダサーレ人工授精センター及び NLDB ダヤガマ牧場

のプロジェクト関連牛が淘汰された結果、後代検定プロセスが中断するという影響があっ

たが、C/P 機関との継続的な協議が行われた結果、2013 年には代替案を用いて、後代検定

活動は再開されることとなった。 

 

・ 後代検定牛の春機発動の遅れ 

NLDB アンディガマ牧場における飼養管理を強化することで、育成期の増体の改善と春

機発動の早期化を図っている。 

 

３－５ 結論 

本プロジェクトは外部要因の影響を大きく受けたものの、プロジェクト期間終了までにすべ

てのアウトプットが達成される見込みである。育種分野に関し、プロジェクトの目標は後代検

定手法の開発である一方、スリランカ側が今後後代検定事業の本格実施を継続していくには、

後代検定担当部署の設立や後代検定の場となる NLDB での飼料代確保、DAPH と NLDB との連

携強化等が不可欠である。飼養管理分野に関し、対象地域のモデル農家において飼養管理の改

善効果が確認されている。広域普及手法であるファームデイを通じ、対象獣医事務所管轄地区

内外の酪農家への適正技術パッケージの普及が実施されており、目標は達成されたと判断され

る。今後は、州 DAPH 及び獣医事務所職員主体でこれらの活動を継続していくことが期待され

る。 

 

３－６ 提言 

(1) DAPH による後代検定事業実施計画の策定と関係機関の役割の明確化 

スリランカにおける後代検定事業促進の為には、DAPH と NLDB の双方関係者が協議の

場を設け、具体的な後代検定実施方法及び調整メカニズムを明示し、かつ各関係機関の役

割を明確にした後代検定事業実施計画を、DAPH が主体となって策定する必要がある。 

 

(2) DAPH による NLDB との緊密なコミュニケーション 

後代検定計画の統括を行う DAPH と実施の場である NLDB との緊密な連携が望まれる。

本プロジェクトでは、オーストラリアによる支援の下、搬入された輸入牛を後代検定牛と

して活用することができた点は、プロジェクト目標を達成するうえで貢献要因として働い

たものの、NLDB ダヤガマ牧場において、JICA 供与ミルキングパーラーがすでに存在した

にもかかわらず、同支援の下、新たなミルキングパーラーが導入された点は、DAPH と

NLDB 双方の情報交換・調整により防ぐことができたものと考えられる。従って、後代検

定関連機関はより緊密な組織内相互の意思疎通を図ることが求められる。 

 

(3) NLDB 牧場の後代検定事業に係るマネージメント体制の強化 
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本プロジェクトにおける後代検定実施の場の 1 つである NLDB ダヤガマ牧場では、オー

ストラリアによる支援の下、2013 年に輸入牛が搬入され、同牧場では同支援（農家への子

牛の販売及び牛乳の販売）と本プロジェクト（後代検定による牛品種の改良）という、2

つの目的の異なるプロジェクトへの対応に追われている状況である。従って、NLDB は後

代検定関連牛の記録管理について、専任担当者の配置を行う等、同牧場におけるマネージ

メント体制を強化することが求められる。 

 

(4) DAPH による牛の伝染病対策と種雄牛のリスク管理の継続 

クンダサーレ人工授精センターは国内唯一の種雄牛を保有する機関であり、種雄牛のリ

スク管理の重要性は高いことから、国内の牛を疫病から守り、後代検定の結果を維持する

ためにも、牛の伝染病のリスク管理強化を継続して行っていくことが必要である。 

 

(5) 州 DAPH による本プロジェクトが開発した適正技術パッケージ活用の継続 

スリランカでは、国家レベル及び州レベルでの小規模酪農家支援事業が数多く実施され

ており、同事業はアウトプット 3 に係る活動との整合性が高いことから、本プロジェクト

が開発した適正技術パッケージをこれらの事業計画に盛り込む形で継続することが期待

される。また、州 DAPH により、普及活動に伴う獣医事務所の人員、交通手段などのリソー

ス強化への対応がなされることが求められる。 

 

(6) 飼養管理分野の支援を行う他援助機関との連携による広域普及活動 

飼養管理分野については他援助機関が類似の活動を展開しているところ、DAPH や JICA

スリランカ事務所を通じて本プロジェクトの各種成果品を積極的に広め、他援助機関の対

象地域において適正技術パッケージの活用やファームデイの開催等が行われることが期

待される。 

 

３－７ 教訓 

(1) 技術分野の長期専門家 1 人体制であるにもかかわらず、同専門家が育種と飼養管理技術

改善の両分野を見る必要があったため、技術移転範囲の広さ、対象 C/P 人数の多さ、対象

地域への物理的移動距離の長さにかんがみ、長期専門家の負担が非常に高かった。特に、

成果の普及を含む類似案件の形成においては、専門家が対応できる業務範囲を十分考慮す

る必要がある。 

 

(2) 本プロジェクトでは予期せぬ外部要因が発生し、後代検定牛の移動や後代検定種雄牛の

全頭淘汰、調整交配用娘牛の一部淘汰等、様々な困難に直面したものの、専門家と C/P 機

関が協議を重ね、その時々に応じた適切な対応がなされた結果、アウトプットは達成見込

みである。貢献要因として、外部条件発生前の段階で、専門家の活動により後代検定の重

要性がスリランカ側関係者に十分理解され、プロジェクトを継続しようとする意志が大変

強かったことは特筆に値する。なお、牛結核病等伝染病については、生き物を相手にした

プロジェクトでは完全に防ぐことは出来ず、事前予測も困難である。類似案件実施時に当

該外部条件が発生した場合には、日本側及び C/P 側が十分な協議を重ね、必要に応じて活
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動内容の変更を行う等、柔軟な対応が不可欠である。 

 

(3) 乳牛の改良手法の 1 つである後代検定は、高度な改良システムであり、牛の飼養管理や

血統登録を含む各種条件が、対象国において整備されている必要がある。また、後代検定

事業を実施していく際には、後代検定全体を統括及び管理する機関、牛を飼育し後代検定

を実施する牧場、検定データの集計・分析を行う機関等の連携が不可欠になるところ、今

後類似の育種プロジェクトを実施する際には、対象国における酪農分野の改良実施体制

を、事前に十分確認することが望ましい。 
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Summary of Terminal Evaluation Results 
1. Outline of the Project 

Country: Democratic Socialist Republic of Sri 

Lanka 

Project title: Project on Small Scale Dairy Farming 

Improvement through Genetic and Feeding Management 

Improvement in Sri Lanka 

Issue/Sector: Agriculture Cooperation scheme: Technical Cooperation Project 

Division in Charge: 

JICA Sri Lanka Office 

Total Cost:250 million Japanese Yen (at the time of the 

evaluation) 

Period of 

Cooperation 

(R/D):April 2009– March 

2013(5 years) 

Partner Country’s Implementing Organization: 

Department of Animal Production and Health (DAPH)

Ministry of Livestock and Rural Community 

Development (MLRCD) 

Supporting Organization in Japan: Ministry of 

Agriculture, Forestry and Fisheries, 

National Livestock Breeding Center 

Related Cooperation: 

1-1. Background of the Project 

In Sri Lanka, the local milk production was only 33% (2009) of the domestic demand, and milk and milk 

products valued at over Rs. 30 billion (US $296 million) has been imported in 2009. The Government of Sri 

Lanka intends to increase milk production since the total import value of milk and milk products is very high 

which is 2.1% of Sri Lanka’s food import. The Government of Sri Lanka has planned to be self-sufficient in 

milk production by year 2016. Nevertheless, the great majority of dairy farms, especially small scale farms 

which rear less than 10 cows and account for approximately 90% of the national herds (Department of 

Census and Statistics, 2009), are facing a number of constraints such as low productivity, poor genetic merit 

of indigenous cattle and a lack of appropriate techniques due to an inadequate extension scheme for 

technology transfer. With this background, Ministry of Livestock and Rural Community Development 

(MLRCD) and JICA launched “Project on Small Scale Dairy Farming Improvement through Genetic and 

Feeding Management Improvement in Sri Lanka” in April 2009.  

 

1-2. Project Overview 

(1) Overall Goal 

1． Feeding and dairy management appropriate for small scale dairy farming is improved and milk 

productivity is increased in the target areas. 

2． Progeny tested bulls are available, and Artificial Insemination (AI) using the progeny tested bull's 

semen is diffused. 

3． The Progeny testing program is sustained in Sri Lanka and Genetic Improvement scheme is established.

 

(2) Project Purpose 

The techniques and institutional set-up for small scale dairy farming improvement are developed through 

breeding and feeding & dairy management improvement in the target areas. 
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(3) Outputs 

Output 1: Suitable progeny testing method is developed in Sri Lanka. 

Output 2: Appropriate AI techniques related to Progeny testing are confirmed. 

Output 3: Feeding and dairy management of dairy farmers are improved. 

 

(4) Inputs (As of September 2013) 

1. Japanese side: Total 250 million Yen 

Long-term Experts: 4 long-term experts (121.00 M/M) 

Short-term Experts: 14 short-term experts (33.93 M/M) 

Trainees received: 34 persons (10 persons for Japan, 24 persons for India) 

Provision of Equipment: Equivalent to 43,976,550Yen 

Local Operational Expenses: Equivalent to 50,192,986 Yen 

2. Sri Lankan side:  

Counterpart Personnel: Total of 88 CPs were assigned by MLRCD, DAPH, NLDB, 

Provincial DAPHs (Central Province, North Western Province), 

VSOs, Model Farmers 

Provision of Space: Project office at DAPH 

Local Cost Sharing: Equivalent to 9,476,398 Yen 
 

2. Evaluation Team 

Member of 

Evaluation 

Team 

 

Team Leader Mr. Hiroyuki ABE Senior Representative, JICA Sri Lanka Office 

Evaluation 

Planning 

Ms. Makiko ASAOKA Representative, JICA Sri Lanka Office 

Progeny Testing Mr. Tatsuya NAKANO Deputy Director, Miyazaki Station,  

National Livestock Breeding Center 

Evaluation 

Analysis 

Ms. Hiroyo ONOZATO Consultant, VSOC Co., Ltd. 

Schedule 

of survey 
21st October – 8th November 2013 

Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

3. Result of Evaluation 

3-1.  Project Performance 

(1) Outputs 

Output 1 is expected to be achieved by the time of the Project completion. Manuals for progeny testing 

method have been compiled and utilized by the respective C/Ps. Practical version of the progeny testing 

manual will be produced by November 2013 (Indicator 1-1). Regarding the institutional set-up for progeny 

testing, relevant C/Ps in DAPH and NLDB farms have repeatedly practiced the progeny testing procedure, 

and therefore the technical set-up has been strengthened. Although the creation of a new cadre within 

DAPH, which was one of the recommendations by the Mid-term review team, has not been achieved, DAPH 

has assigned two more officials who have experiences in computer programming (Indicator 1-2). 

 

Output 2 has been fully achieved by the time of the Study. Motility of frozen semen at CAIS, Kundasale has 
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been maintained at 60.6% in average, which is more than the targetted rate of 50%.  Facilities at both 

CAIS, Kundasale and Polonnaruwa AI centers have been improved through the Project. Quality of the semen 

processed at CAIS, Kundasale has been improved by the installation of necessary equipment as well as 

gaining operational skills. Moreover, the importance of the progeny tested semen is being taught at training 

programmes implemented at Polonnaruwa AI center. 

 
Output 3 has been achieved by the time of the Study. Regarding the trainings and demonstrations for field 

officers, the technical package consisting of 10 techniques was developed associated with development of 

the manuals. Field officers from VSOs participated in Experts’ visits to the model farms and gained skills 

and knowledge of the improved techniques from the Experts (Indicator 3-1). Regarding the training and 

demonstrations for model farmers, DAPH and Provincial DAPHs carried out the training and demonstrations 

by utilizing prepared technical manuals (Indicator 3-2). For development and practice of the mass extension 

methodology, the Project has developed and implemented the ‘Farm Day’ for 39 times at the 19 model 

farms. Through the coordination by DAPH and Provincial DAPH, ‘Farm Day’ has also been organized for 

filed officers and farmers beyond selected veterinary ranges (Indicator 3-3). 

 

(2) Project Purpose 

The Project Purpose has been fully achieved at the time of the Study. 

As for the Indicator 1 “80% of relevant field officers and dairy farmers understand the concept of progeny 

testing and are eager for using progeny tested bulls’ semen”, more than 90% of relevant field officers and 

dairy farmers understood the concept of progeny testing and expressed their eagerness for using progeny 

tested bulls’ semen (Indicator 1). As for Indicator 2 “80% of dairy farmers in the target areas apply more 

than 50% of improved techniques for feeding and dairy management which are introduced by the Project”, 

more than 90% of dairy farmers in the target areas apply more than 50% of the technical package (Indicator 

2). Therefore, the achievement levels of both indicators are much higher than the targetted rates.  

 

Regarding the improvement of breeding, although the goal of the Project is to develop the method of the 

progeny testing, because of the nature of the progeny testing requiring the strictly controlled management of 

herd and data recording, it is essential to structure the management framework specifically for the progeny 

testing for securing the sustainability. Regarding the feeding and dairy management, the technical package 

with its manuals and tools have contributed on improving growth and health condition of the cows at the 

model farmers as well as some of the satellite farmers participated in the ‘Farm Day’ events. However, as 

VSOs have limitations in outreaching to farmers due to lack of resources. necessary arrangements shall be 

done to continue mass extension activities utilizing the methods developed and introduced by the Project. 

 

(3) Responses to the recommendations by the Mid-term review 

In response to the recommendations at the Mid-term review team in September 2011, the following 

actions (1) to (7) have been undertaken. 

1) Strengthening management structure for progeny testing at the DAPH headquarters 

DAPH has assigned two young officials who have some experience of computer programming. They 
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have been working on generating information from data gathered through the milk recording related to 

progeny testing herds. However, the creation of a new cadre has not been realized within DAPH at the 

time of the Study. 

2) Awareness raising on progeny testing through AI training courses 

The importance of progeny tested semen is being taught to the trainees at Polonnaruwa AI Center by the 

C/P. 

3) Development of a methodology for disseminating the improved techniques to dairy farmers. 

The Project has informed all Provincial DAPH Directors about the availabilities of facilities to training 

farmers using the model farms and Provincial DAPH Directors have already agreed with the Project to 

demonstrate series of ‘Farm Day’ events for technical officials outside the model farm areas. During the 

Study, with technical guidance by DAPH, North Western Provincial DAPH organized the ‘Farm Day’ 

event in Katupotha in Kurunegala district.  

4) Risk management of stud bulls 

A Short-term Expert had instructed the officers at the CAIS on bio-security measures. Manuals for risk 

analysis and risk control for diseases were produced. Renovation of CAIS, Kundasale was carried out in 

2012 to improve internal roads, constructed a vehicle bath and a biological pit. Additional renovation 

such as constructing a wash room and fence to prevent introduction of diseases from outside is now 

going on and will be completed within the Project period.   

Furthermore, Government of Sri Lanka has reinforced quarantine facilities at port of entries to the 

country. DAPH officials have raised their awareness on risk management. DAPH has determined to 

conduct TB test regularly. At the same time, C/Ps in CAIS, Kundasale has prepared guidelines to 

control unauthorized moments in the laboratory area, where semen is being processed and is planning to 

extend this practice to the bull area in CAIS, Kundasale once, the construction of the wash room and 

fence is completed. 

5) Effective use of liquid nitrogen (LN2) at CAIS, Kundasale 

The Project introduced two numbers of 1,000L LN2 distribution tanks to CAIS, Kundasale in March 

2012. A Short-term Expert checked the whole distribution process and found the wastage had been 

reduced. It is confirmed that LN2 had been used effectively with LN2 tanks including those introduced 

by the Project. 

6) Advance semen stock of the candidate bulls at the CAIS, Kundasale 

A Short-term Expert checked the process of producing deep frozen semen and found no technical 

problem in the process and confirmed that the collection of semen from bulls had been carried out two 

days per week. Thus, CAIS, Kundasale is making maximum use of the bulls to produce enough semen 

stock for progeny testing.  

7) Improvement of animal health conditions and forage supply at Andigama Farm 

A dung spreader was introduced and utilized in Andigama Farm for better manure disposing and has 

also contributed to the improvement of hygiene conditions. A Short-term Expert made proposal for 

improvement of management system to enhance the growth of calves and heifers at Andigama farm. 

Farm officers have been carrying out this proposed feeding plan. In response to the proposal, renovation 
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for animal sheds at the farm has also been undertaken by NLDB. 

As the result of the survey on supply and demand situation of forage in Andigama farm, it was 

identified that production level is slightly insufficient. Thus, the Short-term Expert demonstrated how to 

produce compact hay bales using the devised hay box and advised for producing 10 acres of CO3 

grassland. As a result, trained Andigama farm officers are now being able to produce hay bales, though 

the quality of hay still needs to be improved. Andigama farm has also newly established CO3 field to 

produce 10 acres of CO3 grassland in addition to 50 acres of grassland (2 acres of CO3, 48 acres of 

Brachiaria ruziziensis) development by the Project. 

 

3-2.  Evaluation Results 

(1) Relevance 

Relevance of the Project is high. The objectives and activities of the Project are in line with policies and 

strategy of the Government of Sri Lanka and the Government of Japan, Project design, selection of the target 

groups, and Japanese technical expertise. The Project is coherent with the policy priorities of the 

Government of Sri Lanka as expressed in Ten Year Development Plan (2006-2016) and National Livestock 

Development Policy, which show the plan to be self-sufficient in milk production by year 2016. Two factors 

are related with improvement of milk production, namely, genetics and environment. The Project has been 

working on both the improvement of breeding and feeding management. Therefore, it is consistent with the 

aims of the small scale farmers which is to improve the milk productivity of cows. 

 

(2) Effectiveness 

Effectiveness of the Project is high. The Project Purpose is to develop the techniques and institutional set-up 

for small scale dairy farming improvement through breeding and feeding & dairy management improvement 

in the target areas and its indicators have been highly achieved associated with development of suitable 

progeny testing method (Output 1), practice of appropriate AI techniques related to progeny testing (Output 

2) and improvement of dairy farmers in feeding and dairy management (Output 3).  

 

(3) Efficiency 

Efficiency of the Project is relatively high. Though the Project period was limited, especially for progeny 

testing which normally requires seven-years period, all three Outputs with various expertise and target areas 

have been produced as planned. Dispatch of the Japanese experts, procurement of inputs, disbursement of 

the local expenses, as well as C/Ps training in Japan and India have been conducted timely. DAPH has 

assigned C/P personnel with specialized techniques to cover all types of activities. NLDB, Provincial 

DAPHs, and VSOs have assigned C/P personnel to implement the Project activities of their parts. As a 

result, DAPH and Experts have been able to effectively conduct the Project in different sites.  

 

There have been external factors that stopped progeny testing procedure in 2012. Effects of Bovine 

Tuberculosis (TB) threatened the important assumptions such as 1. No major livestock epidemics or severe 

climate changes occur and 2. Partnership between the NLDB and the Project maintained, and hindered the 

implementation of the progeny test activities in 2012. 
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(4) Impacts 

The impact of the Project is relatively high and there are noticeable positive impacts. It is assumable to say 

that the indicators of the Overall Goal will be achieved within three to five years after the completion of the 

Project. Continuation of the Project effects will depend on how far DAPH can collaborate with other C/P 

organizations and carry on the Project activities. 

・ Regarding Indicator 1 “Milk production of dairy farmers is increased by 20% in the target areas”, 

farmers who have participated ‘Farm Day’ improved feeding management by applying the improved 

technical package. Around half of the model farmers were recognized to have been increased the milk 

production. 

・ Regarding Indicator 2 “Progeny tested bull's semen is distributed over the country from AI Center”, as 

long as DAPH and NLDB continue carrying on the progeny testing which the Project is now rebuilding, 

it is expected that progeny tested bulls will be available after five years. Accordingly, AI using the 

semen of proven sires will be available at CAIS, Kundasale. 

・ Regarding Indicator 3 “The implementation of progeny testing program using the Manual is accredited 

into the National Livestock Development Plan, and budget and staff are continuously allocated”, 

through the introduction of the progeny testing in Sri Lanka, significance of the progeny testing has 

been recognized by C/Ps. DAPH and NLDB farms have strengthened knowledge and skills of the 

progeny testing process including selection of the stud bulls and planned mating cows, milk analysis, 

feeding management, weighing, record keeping, fodder production and AI techniques. While 

structuring the management framework specifically for the progeny testing is the precondition, it is 

expected that the progeny testing program will be established in Sri Lanka. 

・ From environmental aspect, hygiene conditions have been improved by the utilization of dung spreader 

in NLDB farm, bio-digester at the model farms, as well as renovation of AI centers. From the cultural 

aspect, trainees feel more comfortable with practical training utilizing the cow model introduced by the 

Project, without restraining the actual animal. From the gender aspect, the Project has been carried out 

with participations of female farmers as the model farmer as well as female VSs and LDIs. Their 

training opportunities increased through participations in ‘Farm Day’ events. 

 

(5) Sustainability 

Sustainability of the Project is relatively high. 

<Policy aspect> 

・ Dairy sector development through supporting dairy farmers especially for small scale farmers remains 

to be an important development agenda for Sri Lanka as shown in various policies and strategies. It has 

been set as the policy goal to achieve self-sufficiency of milk production. 

<Institutional & Financial aspect> 

・ Although new cadre within DAPH has not been established yet, DAPH has recognized its necessity as 

well as the necessity of strengthening the collaboration with NLDB, which is the station for the progeny 

testing.  

・ NLDB has been improving management of the farms including installment of new internet connections. 

However, it is still essential for NLDB to assign the persons in charge of the progeny testing because 
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progeny testing requires accurate process and recording. There have been some concern about securing 

budget for feeding expenses at the NLDB Andigama farm, however, C/Ps recognize its importance and 

has intension to secure budget.  

・ Provincial DAPHs have the strong ownership towards utilizing the model farms, improved technical 

package and ‘Farm Day’ and are eager to continue extension activities within and beyond the target 

areas. Provincial DAPHs have also been trying to increase the number of LDIs in response to the issues 

of limitations at VSOs in outreaching to farmers due to lack of resources. 

<Technical aspect> 

・ The progeny testing concept and procedure have been acquired by DAPH and NLDB C/Ps. DAPH still 

recognizes the needs of further technical assistance by Japanese experts on monitoring of progeny 

testing especially genetic evaluation. As for feeding and dairy management, technical package has been 

acquired by the participated VSOs and model farmers. They are confident about their own techniques 

strengthened by the Project and are willing to continue disseminating these techniques to other satellite 

farmers.  It has been pointed out that reproductive technology at the field level has to be improved 

further by training VSOs. 

 

3-3.  Factors promoting better sustainability and impact 

(1) Factor concerning to Planning 

・ The Project design 

The Project is aiming to increase productivity of small scale dairy farming through developing technical and 

institutional set-ups of the breeding and feeding management and therefore it is comprehensive.  

 

・ Effects of C/P training in Japan 

C/P Training in Japan enhanced knowledge and techniques of DAPH C/Ps in progeny testing. C/Ps fully 

utilized newly gained knowledge and skills to their work including production of manuals, conducting 

lectures, applying in feeding and dairy management and planning for management framework for 

bio-security. 

 

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

・ Process and method of technical transfer 

Awareness raising programmes for progeny testing, the improved technical package, model farm 

establishment and ‘Farm Day’ events have directly contributed on the technical transfer to the field officers 

as well as farmers. Especially, “10 things to do before you complain about your cows” is highly adopted by 

the participating farmers in ‘Farm Day’ because of low costs for practicing. 

 

・ Utilization of imported cattle through the Australian loan project and milking record collected through 

the FAO project 

Even though the progeny testing has faced external hindering factors associated with TB and late puberty of 

the cows, availability of newly imported cows from Australia as well as milking data from the FAO project 
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for genetic evaluation has resumed the progeny testing procedure. 

 

・ Sense of the ownership among C/Ps towards progeny testing 

C/Ps have recognized high significance of progeny testing for improvement of the genetic abilities of the 

stud bulls in Sri Lanka. Strong ownership of DAPH and NLDB is illustrated by the fact that they managed 

resuming the progeny testing even after the progeny testing bulls were culled due to TB. 

 

3-4.  Factors inhibiting better sustainability and impact 

(1) Factors concerning to Planning 

・ There has been no hindering factor related to the planning. 

 

(2) Factors concerning to the Implementation Process 

・ Influence of TB on implementation of the progeny testing 

The progeny testing process has been stopped in 2012 because of culling of the progeny tested bulls in 

CAIS, Kundasale and the daughters of the progeny tested bulls in Dayagama farm to prevent further 

expansion of TB. After continuous discussion among C/Ps with the Experts, the progeny testing has been 

restarted with an alternative plan in 2013.  

 

・ Late puberty of the progeny tested cows 

NLDB Andigama farm has been working on improvement of feeding and herd management in order to 

accelerate growth and puberty of animals in the farm. 

 

3-5.  Conclusion 

The Project has successfully been implemented so far although there were several external factors occurred 

on the way and is expected to achieve its outputs by the end of the technical cooperation period. Regarding 

the breeding, as the Project aims for the development of suitable progeny testing method in Sri Lanka, the 

purpose of this component is expected to be fully achieved by the end of the Project period. However, in 

order to implement the actual progeny testing sustainably, institutional set-ups for progeny testing, necessary 

budget for enough feed in NLDB farms and strengthening the coordination between DAPH and NLDB is 

indispensable. Regarding the feeding and dairy management, as the targeted model farmers have already 

shown the effectiveness for the feeding and dairy management by applying the improved technical package 

and the dissemination of the developed package by ‘Farm Day’ in and beyond the target veterinary ranges 

has been implemented, the purpose of this component has been achieved already. Now the provincial DAPH 

and VSO officers are expected to take initiative for continuing these activities. 

 

3-6.  Recommendations 

(1) Establishment of action plan for progeny testing and clarification of roles of the relevant C/Ps 

In order to promote the progeny testing in Sri Lanka, clarification of the necessary roles of DAPH and NLDB is 

required. Also, it is essencial for DAPH to establish the action plan and show clear picture of how to 

implement the progeny testing as well as coordination mechanism. 
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(2) Close communication between DAPH and NLDB 

It is required for DAPH, which look after the overall progeny testing plan and NLDB, which actually 

conduct progeny testing to have a close communication. The Study Team suggest that it might have been 

able to avoid introducing a new milking parlor under the Australian loan project to NLDB Dayagama farm 

where JICA-granted milking parlor had already existed, if the information sharing had been kept among 

DAPH and NLDB and the better donor coordination had been done. Thus, the Study Team recommends for 

having better communication among progeny testing related parties. 

 

(3) Strengthening the NLDB farm management for progeny testing 

NLDB Dayagama farm, which is one of the important station farms for progeny testing, has imported cattle 

in 2013 under the Australian loan project. Consequently, this farm has been in a busy situation looking after 

both the loan project and the Project, which aims for different purposes. Therefore, it is necessary for the 

NLDB Dayagama farm to strengthen management system by assigning full-time personnel for the record 

keeping of the progeny testing related cattle. 

 

(4) Continuous prevention measures against epidemics 

CAIS is the sole sire station in Sri Lanka and risk management of stud bulls is crucial. Continuous 

prevention measures against epidemics shall be conducted to protect the Sri Lankan cattle from spreading 

the diseases and to sustain the result of the progeny testing.  

 

(5) Continuous utilization of the technical package by Provincial DAPHs 

The national and provincial projects targeting to the small scale dairy farmers have high consistency with the 

Project Output 3 activities. Therefore, it is recommended for Provincial DAPH to incorporate the improved 

technical package within the existing/new project plans. Furthermore, in order to maintain sustainability, 

necessary arrangements shall be done by Provincial DAPH to strengthen the resources attached to VS offices 

for delivering extension services. 

 

(6) Mass extension activities with collaboration with other development partners 

In the field of feeding and dairy management, other donors have deployed similar activities within the 

country. Therefore, it is effective to distribute the Project deliverables relating to Output 3 to such donors 

through DAPH and JICA office so that the utilization of the improved techniques can be promoted and that 

the ‘Farm Day’ can be conducted in the target area of the other donors.  

 

3-7.  Lessons Learned 

(1) Although this project was conducted only by one long-term expert specialized in livestock techniques, 

this expert had to look after both the breeding and the feeding and dairy management improvement 

including wide dissemination. As the covered area for the technology transfer/ the number of the 

counterpart personnel/ the physical distance to move within the target area were huge, thus the burden of 

the expert was very high. It is necessary to consider, when formulating a similar project including the 

dissemination of the outputs, for the scope of work that can be accommodated by one expert. 
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(2) The Project has faced two unexpected external factors, namely, TB disease and the imported cattle 

introduction to the NLDB farms. Accordingly, the Project had to correspond to several difficulties such 

as cull of the Project’s progeny testing related cattle and transfer of the progeny testing cattle. 

Nevertheless, the Project could overcome such difficulties and is expected to highly achieve its outputs 

through having series of discussions among the experts and relevant C/Ps resulting to take appropriate 

correspondence. It can be said that the importance of progeny testing was well understood among all the 

related C/Ps through the activities of the experts at the early stage before the occurrence of the important 

assumption, thus led the C/Ps to show strong intension to continue the process of progeny testing. As 

infectious disease such as TB cannot be prevented completely and is difficult to predict, whenever these 

important assumption has occurred in the similar projects, it is expected to respond flexibly and 

sometimes necessary to make changes of the project activities through having good communication 

among the Japanese side and the counterpart side. 

(3) As progeny testing, which is one of the methods of genetic improvement of dairy cattle, is an advanced 

improvement system, it requires various conditions, including the cattle feeding and management and 

the pedigree registration in the target country. In addition, good coordination among related institutions 

is essential for progeny testing implementation. Whenever formulating a breeding project similar in the 

future, it is advised that a full survey on the management system for the improvement of the dairy sector 

in the target country should be conducted before the project implementation. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）では、全人口の 85％以上が農

村部に居住し、GDP 全体に対する農業分野の割合は 15％を占めるとともに就労人口の 34％が農

業に従事している。貧困層の約 95％は農漁村地域、プランテーション農園地域を中心に分布し、

農業の停滞が貧困問題の大きな要因となっている。このような中において、畜産業は未利用資源

を有効に利用することによって農民の収入向上が期待される部門であり、特に酪農においてはス

リランカ全土で行われている。畜産農家の多くは、他の作物とともに混合経営を行っている小規

模農家であるが、総所得に占める畜産からの収入の割合は約 5 割を占めており、畜産は所得向上

への貢献度が高い。しかし、スリランカにおける牛乳生産は国内需要の 33％（2009 年）と低く、

2009 年の牛乳及び乳製品の輸入額は 30 億ルピー（約 22 億 6,800 万円1）に上り、食品輸入総額の

2.1％を占めていることから2、スリランカ政府は牛乳の国内自給を 2016 年までに達成するという

目標を定めている。 

膨大な輸入金額を抑え、目標とする自給率を達成するためには、現在スリランカが酪農分野で

抱えている以下の課題を解決し国内産の牛乳生産を増加させることが不可欠である。 

1 頭当たりの乳量が低い。（粗放的飼育：1.5L/日/頭、集約・半集約的飼育：2～4L/日/頭） 

本来乳量が増加することが想定される雨季に乳量が低下している。（放牧ができず草の給与量

が少ない） 

かかる背景の下、後代検定3の導入を通じ、小規模酪農改善を図る目的でスリランカ政府はわが

国に対して、技術協力プロジェクトの実施要請を行った。本プロジェクトは、スリランカにおけ

る適正な後代検定手法の開発、後代検定に関連する適切な人工授精技術の実践及び酪農家の飼養

管理技術の改善の 3 つの協力分野からなる案件であり、畜産・地方コミュニティ開発省（MLRCD）、

家畜生産衛生局（DAPH）及び国家畜産開発公社（NLDB）をカウンターパート（C/P）機関とし

て、2009 年 3 月から 2014 年 3 月までの約 5 年間の予定で実施されており、現在、2 名の長期専門

家（チーフアドバイザー/飼養管理、業務調整/地方活動支援）及び複数名の短期専門家を派遣中

である。 

今回実施する終了時評価調査は、2014 年 3 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の

実績、成果を評価、確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事

業の実施にあたっての教訓を導くことを目的とした。 

 

  

                                                        
1 換算レート 0.756 円/Rs（JICA 公式レート 2009 年 12 月） 
2 Sri Lanka The Emerging World of Asia, MAHINDA CHINTANA – Vision for the future, The Development Policy Framework, 

Government of Sri Lanka. 2010. DAPH によると 2012 年時点で自給率は 40％まで上昇した。 
3 後代検定とはある家畜の遺伝的能力をその個体ではなく、その子孫（後代）の成績を介して推測する方法。乳牛の改良にお
いては、乳を出すのは雌牛だけであるが、雄牛の能力が大きく影響することから、乳牛の後代検定では、雄牛の能力をその
娘牛の成績（乳量、乳脂量など）から分析し、遺伝的に優れた牛を残していく。（出典：JICA ホームページ、プロジェクト
ニュース） 
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１－２ 調査団構成 

(1) 日本側 

担当分野 氏 名 所  属 

総括 阿部 裕之 JICA スリランカ事務所 次長 

後代検定 中野 達也 独立行政法人 家畜改良センター 宮崎牧場 次長

評価企画 浅岡 真紀子 JICA スリランカ事務所 所員 

評価分析 小野里 宏代 株式会社 VSOC 

 

(2) スリランカ側 

氏 名 所  属 

Dr. K. D Ariyapala 畜産・地方コミュニティ開発省 家畜生産衛生局 

畜産計画・経済課長 

 

１－３ 調査団日程 

現地調査は 2013 年 10 月 21 日から 11 月 8 日に実施した。詳細は付属資料 1（ANNEX I）を参

照。 

 

１－４ 評価手法と評価項目 

１－４－１ 評価手法 

日本側、スリランカ側評価調査チームが合同で、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」4に

基づき、現行プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）と評価 5

項目（表－１）による評価手法を用い、以下のとおり実施した。 

① PDM の最新版（付属資料 1.ANNEX III）に基づき評価デザインを検討し、評価グリッド

を作成した（付属資料 2 を参照）。プロジェクトの達成度合いは、主に PDM 指標を基

に評価し、プロジェクト目標の達成度合いに貢献した要因及び阻害した要因を分析した。 

② プロジェクトの実績に関する情報を収集し、プロジェクトの実施プロセスを把握すると

ともに、投入実績、成果の達成度、プロジェクト目標の達成見込みを確認した。 

③ 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から、評価グリッ

ドに沿って評価した。終了時評価であることから、5 項目の中でも特にプロジェクトの

目標の達成度合い（有効性）、インパクトの発現状況、組織及び財政面での持続性など

に着目し考察した。 

④ プロジェクト残存期間の活動及び終了後に係る提言を導き出し、類似案件に対する教訓

を抽出した。 

 

 

 

  

                                                        
4 新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版（JICA 評価部、2010 年 6 月） 
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表－１ 評価 5 項目 

妥当性 プロジェクトのターゲットグループのニーズへの整合性、プロジェクト内容の先

方政府と援助側の政策や優先順位との整合性、プロジェクトの戦略やアプローチ

の妥当性に関する視点。 

有効性 プロジェクトの達成見込みと、その達成がアウトプットの達成によりもたらされ

るかに関する視点。 

効率性 アウトプットの達成状況と投入がいかにアウトプットの達成に転換されている

か（量的、質的観点）に関する視点。他のアプローチと比して最も効率的な方法

を適用しているかも必要に応じ問う。 

インパクト 

（予測） 

上位目標の達成見込みと、プロジェクトの直接/間接的影響。また、正/負、予期

した/予期していない影響も確認する。 

持続性 

（見込み） 

プロジェクト終了後にプロジェクトがもたらした影響と持続性を問う視点。 

出典：新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版（JICA 評価部、2010 年 6 月） 

 

１－４－２ 主な調査項目とデータ収集・分析方法 

評価グリッドに基づき、5 項目それぞれに設置した調査項目に沿って定性的、定量的データ

を、以下の方法で収集した。調査項目については、付属資料 2「評価グリッド」を参照された

い。 

① 関連資料調査 

② 質問票調査 

   回答数 

・ 専門家チーム 1 件 

・ カウンターパート機関 DAPH 10 名 

・ NLDB アンディガマ牧場 1 名 

・ 北西部州 DAPH 3 名（獣医事務所 2 名含む） 

・ 中央州 DAPH 獣医事務所 3 名 

③ キー・インフォーマント・インタビュー 

面談者一覧は付属資料 1（ANNEX II）を参照。 

・ 専門家チーム 3 名 

・ カウンターパート機関 MLRCD 2 名 

・ DAPH 15 名 

・ NLDB 11 名 

・ 北西部州 DAPH 3 名（獣医事務所 2 名含む） 

・ 中央州 DAPH 4 名（獣医事務所 3 名含む） 

・ モデル農家 5 名、周辺農家 1 名 

④ 直接観察 

・ モデル農家 
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・ ファームデイ実施現場5 

・ NLDB 牧場（ダヤガマ牧場及びアンディガマ牧場）牛舎、搾乳施設、牧草造成地 

・ NLDB 牧場（ダヤガマ牧場及びアンディガマ牧場）職員への技術指導実施現場 

・ 人工授精センター（クンダサーレ及びポロンナルワ）牛舎、凍結精液製造ラボラト

リー 

・ 人工授精センター（ポロンナルワ）研修・宿泊施設 

 

１－５ プロジェクトの概要 

(1) 協力期間 

2009 年 4 月～2014 年 3 月（5 年間） 

 

(2) C/P 機関 

C/P 詳細は付属資料 1（ANNEX4-5）を参照。 

国家レベル ・ 畜産・地方コミュニティ開発省家畜生産衛生局（DAPH） 

 国家畜産開発公社（NLDB） 

州レベル ・ 中央州家畜生産衛生局（Provincial DAPH – Central Province） 

・ 北西部州家畜生産衛生局（Provincial DAPH – North Western 

Province） 

・ 上記州内の対象地区の獣医事務所 

 

(3) 対象地域 

中央州（キャンディ地区、ヌワラエリヤ地区、マータレー地区） 

北西部州（クルネーガラ地区） 

 

  

                                                        
5 2013 年 11 月 4 日北西部州クルネーガラ地区にて開催。開発された適正技術の周辺農家への広域普及活動の一環として、モ
デル農家へ酪農家等を招いて実施。プロジェクトで対象としていた獣医事務所管轄地区外の小規模酪農家、獣医師、普及員
を招いて実施された。 
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第２章 プロジェクトの実績 
 

２－１ 投入実績 

プロジェクトが開始された 2009 年 4 月から 2013 年 9 月までの日本側及びスリランカ側の投入

実績は、以下のとおりである。なお、詳細については付属資料 1．ANNEX IV を参照のこと。 

(1) 日本側の投入実績 

専門家 ・ 長期専門家延べ 4 名、短期専門家延べ 14 名が派遣された。 

 （付属資料 1．ANNEX 4-1 参照） 

本邦研修、 

第三国研修 

・ 本邦研修へ 10 名の研修員が本邦研修に参加した6。 

・ 第三国研修（インド）へ 24 名の研修員が参加した。 

 （付属資料 1．ANNEX 4-2 参照） 

資機材供与 ・ 人工授精関連機材、飼養管理関連機材をはじめ、各種資機材が供与

された。2013 年 9 月時点の支出総額は約 4,397 万 6,550 円である。 

 （付属資料 1．ANNEX 4-4 参照） 

ローカルコスト ・ 2013 年 9 月時点のプロジェクト終了までの見込みを含む、現地業務

費総額は約 5,019 万 2,986 円7（Rs.64,510,368.63）である。 

 （付属資料 1．ANNEX 4-3 参照） 

 

(2) スリランカ側の投入実績 

C/P の配置 ・ 2013 年 9 月時点で、延べ 88 名の MLRCD、DAPH、NLDB、中央州及

び北西部州 DAPH、対象地区の獣医事務所関係者及びモデル農家が

C/P として配置された（付属資料 1．ANNEX 4-5 参照）。 

ローカルコスト ・ DAPH が負担した業務費総額は 2013 年 9 月時点で約 931 万 9,608 円8

（Rs.12,662,511.10）である。プロジェクト事務所電話配線費、通信

費（電話・インターネット）、車輛保険、運転手旅費、研修参加者

飲食代、車輛及び機材購入時の税金等のローカルコストを負担した。

（付属資料 1．ANNEX 4-6 参照） 

・ NLDB はダヤガマ牧場の電気フェンス設置（2009～2011 年）に係る

費用を部分的に負担した。支出合計額は約 15 万 6,790 円 9

（Rs.213,030）。 

施設の提供 ・ DAPH の本局（キャンディ地区）にプロジェクトの執務室とオフィス

機器が提供された。 

・ DAPH により泌乳検定用のラボラトリーがクンダサーレ人工授精セン

ターに設置された。 

 

                                                        
6 本プロジェクト期間中、このほか 7 名が MLRCD、 DAPH、中央州 DAPH（獣医事務所）から JICA 課題別研修へ派遣されて
いる。 

7 内訳：2009 年度 1,764 万 7,719 円、2010 年度 942 万 4,839 円、2011 年度 1,086 万 4,007 円、2012 年度 517 万 6,003 円は支出実
績、2013 年度 708 万 419 円はプロジェクト終了までの見込みを含む。 

8 換算レート 0.736 円/Rs（JICA 公式レート 2013 年 9 月） 
9 換算レート 0.736 円/Rs（JICA 公式レート 2013 年 9 月） 
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２－２ 活動実績 

プロジェクト活動は付属資料 1．ANNEX V のとおり実施された。 

 

２－３ アウトプットの達成状況 

各アウトプットの達成状況は以下とおりである。 

２－３－１ アウトプット 1 の達成状況 

アウトプット 1：スリランカにおける適正な後代検定手法が開発される。 

指標 達成状況 

1-1．後代検定手法

のマニュアルが

作成される。 

・ 後代検定の基礎マニュアルが各種作成されており（1. What is Progeny 

Test? 2. Milk analysis manual、3. Genetic evaluation manual）、C/P によ

り活用されている。 

・ 後代検定応用マニュアルは作成中であり、2013 年 11 月に完成予定。

1-2．後代検定関連

技術を育種課職

員及び NLDB 牧

場職員が正しく

理解し、その実

施体制が強化さ

れる。 

 

1) 技術： 

・ DAPH の後代検定 C/P は後代検定の概念及び理論を十分に理解してい

る。 

・ NLDB ダヤガマ牧場及びアンディガマ牧場では後代検定の対象となっ

ている牛群の人工授精及び分娩状況の記録を行い、モニタリングデー

タは牧場からプロジェクト事務所に毎週ファックスで送られていた。

届いたモニタリングデータは、専門家がデータ処理作業を行っていた

が、同作業は NLDB 牧場の技術者に移管されつつある。 

・ NLDB の技術系幹部は後代検定の意義及び重要性を十分に認識している。

2) 体制構築： 

・ DAPH、NLDB、スリランカ小規模酪農改善プロジェクト（Small Scale 

Dairy Farming Improvement through Genetic and Feeding Management 

Improvement in Sri Lanka：GFMI）が署名した 2010 年 11 月 29 日付覚

書の第 1 項では、各機関はプロジェクト期間内及び終了後も後代検定

手法が確立するよう協力し、各々の役割を担う、と宣言されている。

・ 短期専門家が考案したジャージー種の後代検定モデルは 2011 年に

DAPH に承認された。 

・ 2013 年 10 月 11 日開催の JCC にて、人工授精センター及び NLDB 牧

場における活動実態を踏まえ、当初年 2 回の後代検定計画を年 1 回に

変更する案が協議され、承認された10。 

・ 2011 年 9 月の中間レビュー時点では、後代検定担当の DAPH スタッフ

は 1 名だったが、その後、コンピュータプログラミングの経験を有す

る 2 名が追加配置されている。中間レビューで提言された、DAPH 内

での後代検定の担当部署の設置は 2013 年 10 月時点ではまだ実現して

いない。 

                                                        
10 取り巻く環境の変化は①クンダサーレ人工授精センター及び NLDB ダヤガマ牧場における牛結核病の感染、②NLDB ダヤガ

マ牧場でのオーストラリアによる支援である Wellard Project の実施、③NLDB アンディガマ牧場における春機発動の遅延に
よる検定期間の長期化及び交配時のジャージー血量を考慮することによる交配雌牛の利用可能頭数の減少である。（出典：
プロジェクト月例報告書、2013 年 9 月） 
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アウトプット 1 は指標達成状況から判断し、プロジェクト期間終了までに達成される見込み

である。DAPH の C/P は専門家の技術指導の下、スリランカの酪農の状況に即した内容で構成

された技術マニュアルを各種作成した。これらのマニュアルにより C/P は後代検定に関する知

識が向上し、専門的な技法を実践することができた（指標 1）。本プロジェクトでは 2010 年に

後代検定手法が開発され、専門家の技術指導の下、NLDB 牧場は計画交配11、調整交配12、泌乳

記録等を含む、後代検定の一連のプロセスを繰り返し実践した。DAPH 及び NLDB 牧場の後代

検定に従事する C/P は人工授精技術、泌乳検定、遺伝的能力評価といった専門的知見と技法を

強化することできた（指標 2）。 

 

＜牛結核病発生による後代検定への影響＞ 

2011 年 12 月にクンダサーレ人工授精センターの種雄牛が死亡し、検死の結果、死因は牛結

核病であることが判明した。この種雄牛は NLDB ダヤガマ牧場から搬入された牛であったこと

から、同牧場では全頭に対しツベルクリン検査を行った。その結果、いくつかの牛から陽性反

応が出た。この状況を受け、牛結核感染の拡大を阻止する為、クンダサーレ人工授精センター

及び NLDB ダヤガマ牧場の後代検定関連牛（種雄牛候補、雌牛、娘牛）を含む全頭が淘汰され

た。 

 

＜後代検定の再開とリスク管理強化＞ 

後代検定関連牛の淘汰により 2010 年から 2012 年にかけて蓄積した後代検定データが使用で

きなくなり、プロジェクト期間内に後代検定済み種雄牛の精液が製造されることは不可能と

なったが、DAPH はクンダサーレ人工授精センターに新たに搬入された種雄牛 3 頭を種雄牛候

補とする代替案をもって後代検定を再開した。この代替案の下、2012 年 3 月に NLDB メニック

パラマ牧場に輸入された牛と 2013 年 1 月に NLDB ダヤガマ牧場に新たに輸入された牛が後代

検定に提供された。この一連の DAPH と NLDB による柔軟な意思決定と取り組みはスリランカ

における後代検定手法の開発に大きく貢献したといえる。現在 DAPH はクンダサーレ人工授精

センターにおける定期（年 1 回）検査項目規定にツベルクリン検査を含める対応を取っており、

リスク管理の強化を図っている。 

 

＜後代検定牛の春機発動の遅れ＞ 

NLDB アンディガマ牧場ではプロジェクト牛の成長が遅いことから飼養管理の改善に取り組

んでいる。牧草地の造成、乾季の飼料不足の対策のためのコンパクトベール乾草生産に加え、

後代検定の成功に欠かせない育成期の増体の改善及び春機発動の早期化を図るために飼養管理

の改善策を策定し、専門家による C/P への技術指導が実施された。 

 

  

                                                        
11 計画交配とは、後代検定を行う種雄牛の候補となる雄牛を生産するための交配。候補種雄牛の父牛には通常、後代検定済み

の種雄牛を用いる。（出典：GFMI プロジェクト便り No.9 2011 年 9 月 1 日） 
12 調整交配とは後代検定する種雄牛の能力を測るために雌牛（娘牛）を生産する交配。娘牛の父牛は、後代検定を行う種雄牛

である。通常、検定対象となる候補牛（雄牛）を選ぶために 2 年間を要するが、本プロジェクトでは実施期間が限られてい
るため、候補牛を選んだ状態からスタートした。（出典：GFMI プロジェクト便り No. 2 2009 年 8 月 31 日、No. 9 2011
年 9 月 1 日） 
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２－３－２ アウトプット 2 の達成状況 

アウトプット 2：後代検定に関連する適切な人工授精技術が実践されていることを確認する。

指標 達成状況 

2-1．クンダサーレ人工授精セン

ターにおける凍結精液活力が

50％以上で維持される。 

・ クンダサーレ人工授精センターにおける凍結精液活

力は 50％以上で維持されている（2013 年 3 月－7 月平

均 60.6％）。 

アウトプット 2 は指標達成状況のとおり、本調査時点で十分に達成されている。本プロジェ

クトにより、クンダサーレ人工授精センター及びポロンナルワ人工授精センターの施設改善が

実施されている。クンダサーレ人工授精センターでは、凍結精液製造に関する諸機材が供与さ

れ、同センターの人工授精技術者が機材操作方法を習得したことにより、凍結精液製造の質が

高まった。さらにポロンナルワ人工授精センターにおいては、研修所で行われている人工授精

研修プログラムの中で後代検定に関する講義が行われ、その意義が説明されている。2013 年 11

月時点で、ポロンナルワ人工授精センターでは教室、ラボラトリー、研修員宿泊施設の改修工

事が進行中である。 

本邦研修に参加した DAPH の C/P は専門家（後代検定（リスク管理））の技術指導の下、ク

ンダサーレ人工授精センターにおけるバイオセキュリティ規範を作成した。この規範に沿って、

プロジェクト期間終了までに種雄牛牛舎付近への立ち入りを制限するフェンスの設置、入場者

用の更衣室等の設置工事が予定されている。 

 

２－３－３ アウトプット 3 の達成状況 

アウトプット 3：酪農家の飼養管理技術が改善する。 

指標 達成状況 

3-1．作成された普

及員向けの技術

マニュアルを用

いて、普及員に

対する研修及び

実地指導が行わ

れる。 

 

 

・ 現場技術者向けの技術マニュアルが各種作成された（付属資料

1.ANNEX VI 参照）。簡易技術パッケージのマニュアル「10 things to do 

before you complain about your cows」（以下、「適正技術パッケージ」）

は英語版に加え、シンハラ語版及びタミル語版も作成された。また、

乾草作成箱、サイレージ作成樽13などの技法を実践するための教材も

開発し、現場技術者に対する実地指導が行われた。 

・ 専門家が対象 4 県にある 20 カ所のモデル農家を技術指導する際に、

各地区を管轄する獣医事務所の現場技術者を伴って訪問し（2012 年 3

月までは月 1 回、その後は適宜）、現場技術者は専門家による農家へ

の技術指導に立ち合うことで、技術内容及び指導法を習得した。 

3-2．作成された技

術マニュアルを

用いて、モデル

農家に対する研

修及び実地指導

が行われる。 

・ 作成された農民向けの適正技術パッケージのマニュアルを活用し、

DAPH、州 DAPH の C/P、獣医事務所の現場技術者は、モデル農家に

対する研修及び実地指導を行っている（巡回指導時、ファームデイ開

催時）。 

                                                        
13 草が沢山ある時期に余剰の草をサイレージ（漬物）にし、貯蔵することで、乾季など草が不足する時期にあてることが可能

になる。元の草の栄養価や嗜好性を上げることも可能。 
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3-3．改善された技

術を酪農家に対

して普及するた

めの方法論を開

発し、実践する。 

・ 広域普及手法「ファームデイ」が考案され、19 カ所のモデル農家で延

べ 39 回実施された（2013 年 11 月時点）。モデル農家は、実践してい

る技術の説明を参加者の前で行った。 

・ 2013 年には北西部州及び中央州獣医師会合において、モデル農家管轄

地区外の獣医事務所職員（獣医師）に対し、飼養管理活動を紹介する

とともに、広域普及活動の開催を提案し、管轄地区外の獣医事務所の

参加を促した。 

・ 対象州以外の州 DAPH に対し、プロジェクトが開発した適正技術パッ

ケージのコンセプトが紹介された。 

アウトプット 3 は指標達成状況のとおり、終了時評価調査期間中に、すべての指標が達成さ

れたことが確認された。2009 年に開発された適正技術パッケージは対象地域の小規模酪農家の

状況に合わせた内容となっている（指標 3－1）。同技術パッケージの実用性の高さから、モデ

ル農家はこれら 10 の技法を実践し、飼養管理技術レベルを改善することができた（指標 3－2）。

これらの変化はモデル農家だけでなく、ファームデイに参加したいくつかの周辺農家でも効果

が発現していることが、獣医事務所及び本調査団により確認された。対象地域外への広域普及

活動については、DAPH の技術指導を受けつつ、州 DAPH の C/P がより主体的に技術者向けの

ファームデイを開催していくことが望まれる（指標 3－3）。 

 

２－４ プロジェクト目標の達成状況 

本調査時点でのプロジェクト目標の達成状況は以下のとおりである。 

プロジェクト目標：プロジェクト対象地域において、育種及び飼養管理の改善を通じた小規模

酪農改善のための技術・体制基盤が整備される。 

指標 達成状況 

1．8 割のプロジェ

クト対象地域

の関係技術者

と酪農家が、

後代検定の意

義を理解し、

後代検定済み

種雄牛の精液

を導入したい

と答える。 

 

 

・ フィールド調査（2011 年 1 月～7 月の後代検定啓蒙プログラム開催時）

の結果によると、プロジェクト対象地域の関係技術者の回答は以下の

とおり。 

 100％の獣医師（調査対象：19 名）、100％の普及員（調査対象：

113 名）が後代検定を理解していると回答。 
 クイズの採点結果によると獣医師の平均理解度は 93％、普及員

は 92％。 
 100％の獣医師（調査対象：19 名）、98％の普及員（調査対象：

113 名）がスリランカにおいて後代検定済み種雄牛の精液を導入

する必要性があると回答。 
・ フィールド調査（2012 年 9 月～2013 年 7 月ファームデイ開催時）の

結果によると、対象地域の酪農家の回答は以下のとおり。 

 プロジェクト対象地域の 91％の酪農家（調査対象：酪農家 455
名）が後代検定を理解していると回答。 

 プロジェクト対象地域の 99.6％の酪農家（調査対象：酪農家 455
名）が後代検定済み種雄牛の精液を導入したいと回答した。 
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2．対象地域にお

ける 8 割の酪

農 家 に お い

て、プロジェ

クトが推奨す

る改善された

飼養管理技術

のうち 50％以

上が実践され

る。 

・ 対象地域におけるファームデイ（2011 年 9 月～2013 年 8 月開催）参

加農家の回答結果は以下のとおり。 

 96.1％の酪農家（調査対象：102 名）が適正技術パッケージの

50％以上の技法を実践している。 
 実践率平均：73.2％の適正技術パッケージが対象地域の酪農家

（調査対象：102 名）により実践されている。 
 10 の技法別実践率内訳：①必要な餌の量を確認しよう 89.2％、

②青刈りをもっと有効に利用しよう 61.2％、③仔牛をきつく縛

るのは止めよう 97.5％、④仔牛の体高を測ろう 21.7％、⑤簡易

枠馬を作ろう 56.5％、⑥搾乳前に石鹸で手を洗おう 96.6％、⑦1
日に 2 回搾乳しよう 90.4％、⑧1 日に 4 回発情をチェックしよ

う 88.5％、⑨牛の売買前に確認しよう 61.4％、⑩カレンダー台

帳を始めよう 51.0％） 
プロジェクト目標は指標達成状況のとおり、本調査時点で十分達成されている。 

育種分野に関しては、スリランカにおいて初めて後代検定手法が開発されたことの意義は大

きい。DAPH と NLDB の C/P は後代検定の概念とプロセスを習得している。一方、後代検定と

いう徹底した牛群管理とデータ管理が求められる手法の特性にかんがみると、スリランカにお

いて後代検定が継続されるためには後代検定に特化した実施体制の構築が求められる。 

飼養管理分野に関しては、適正技術パッケージとそのマニュアルや各技法がモデル農家の牛

の発育と健康状態の向上14に貢献したことが確認され、ファームデイに参加した周辺農家数軒

においても確認されている。一方で獣医事務所レベルでは交通手段の不足や職員（獣医師及び

普及員）1 人当たりの担当農家数が膨大であるなどの課題がある。従って、普及活動の展開に

際しては、獣医事務所における各種リソースの改善が不可欠である。 

 

２－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標に関連する達成状況は以下のとおりである。 

上位目標： 

1．プロジェクト対象地域において小規模酪農家に適した飼養管理技術の改善により、牛乳の生

産性が向上する。 

2．後代検定済みのジャージー種種雄牛が存在し、後代検定済みの凍結精液を用いた人工授精が

普及する。 

3．スリランカにおいて後代検定の意義の理解が深まり、育種体制が改善する。 

指標 達成状況 

1．対象地域において、

酪農家の牛乳生産量

が 20％向上する。 

・ モデル農家のモニタリング調査結果によると（2013 年 7 月～10

月実施）、モデル農家が適正技術パッケージの実践後、牛乳生

産量が約 1.2－3.6 倍上昇したと回答している。しかし、牛乳回

収業者による回収サービスが朝 1 回のみの地域では、夕方の搾

乳ができず、搾乳回数を 1 日 1 回に限定せざるを得ない農家が

                                                        
14 北西部州クルネーガラ地区獣医師聞き取りによると、適正技術の実践により牛乳房炎の予防等に繋がっている。 
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いた。 

・ 牛乳生産量は天候などの外部環境や生体のライフサイクルに

よって変動することから、継続的な計測調査が必要である。 

2．後代検定済み精液が

人工授精センターか

ら全国に出荷され

る。 

・ 第 1 回後代検定、第 2 回後代検定を実施したが、使用された全

候補種雄牛は結核陽性反応が出たことにより淘汰されたことか

ら、プロジェクト期間中にこれら後代検定済種雄牛の精液出荷

は不可能となった。その後、オーストラリア支援により導入さ

れたクンダサーレ人工授精センターの 3頭の種雄牛を用いて第 3

回後代検定が実施中であることから、プロジェクト期間終了か

ら 5 年後には後代検定済み精液が人工授精センターから全国に

出荷されることが見込まれる。 

3．後代検定手法のマ

ニュアルを活用した

後代検定プログラム

の実施が国家畜産開

発計画に記載され、

継続的に予算及び人

員が確保される。 

・ スリランカ政府は結核病蔓延の影響による牛淘汰の後も、後代

検定プロセス継続への強い意志を示しており、クンダサーレ人

工授精センターの輸入牛のみならず、NLDB（ダヤガマ牧場、メ

ニックパラマ牧場）の輸入牛をプロジェクトの後代検定プロセ

スに使用することを許可した。 

・ DAPH は今後 3 年間（2014－2016 年）の後代検定に係る予算を

政府に申請した。 

上位目標指標はプロジェクト期間終了から 3 年～5 年後に達成される見込みがあると推察され

る。第 2 章 2-4 で述べたとおり、プロジェクト目標は既に達成されていることから、プロジェク

ト効果の継続は、DAPH が他 C/P 機関と連携し、防疫対策を含むプロジェクト活動を継続できる

か次第である。加えて、PDM に記載の上位目標に係る外部条件が維持されることが必要である。 

 

２－６ プロジェクトの実施プロセスにおける特記事項 

２－６－１ モニタリングとコミュニケーション 

本プロジェクトでは JCC、地方調整委員会（Regional Coordinating Committee：RCC）、その

他 C/P の部署別の会合など、様々なコミュニケーションメカニズムを通じ、プロジェクト進捗

のモニタリングの実施と相互理解が図られている（付属資料 1 ANNEX Ⅴ参照）。これらの

会合を通じ、C/P 機関とその関係者は、プロジェクトマネージメント上の課題などに関し、意

見交換を行っている。 

 

２－６－２ 中間レビュー時の提言に対する取り組みの進捗 

2011 年 9 月に実施された中間レビュー時に、実施メカニズム及び活動環境の改善を図るため

に、以下項目（1）～（7）について提言がなされた。かかる提言に対して実施された取り組み

は以下のとおりである。 

 

(1) DAPH 本局における後代検定管理体制の強化 

DAPH はコンピュータプログラミング経験を有する 2 名の若い職員を配置し、短期専門

家が開発した遺伝的能力評価に関する泌乳データ処理作業にあたらせている。しかし、後

代検定担当部署の創設については、本調査時点ではまだ実現していない。 
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(2) 人工授精研修における後代検定講義の常設 

ポロンナルワ人工授精センターで実施されている人工授精師養成研修プログラムの中

で、C/P（同センター担当獣医師）により研修員に対し、後代検定牛の精液の重要性に関

する講義が行われている。 

 

(3) 適正技術パッケージの広域普及をめざした方法論の開発 

DAPH の C/P と専門家は、国内全州の DAPH 局長に対し、モデル農家を活用した研修に

ついて説明を行い、州 DAPH 局長はモデル農家管轄地区外の獣医事務所職員を対象とする

ファームデイを開催することに合意している。本調査中に、北西部州 DAPH が DAPH の技

術支援を得て、クルネーガラ地区（Katupotha）のモデル農家管轄地区外の獣医事務所区域

からの獣医師、普及員、酪農家をモデル農家へ招き、ファームデイを開催した。 

 

(4) 種雄牛のリスク管理強化 

専門家（後代検定（リスク管理））は、クンダサーレ人工授精センター職員に対し、バ

イオセキュリティ対策に関する指導を行った。また、牛の伝染病のリスク分析とリスク管

理についてのマニュアルが作成された。2012 年にはクンダサーレ人工授精センターの施設

改修が行われ、敷地内通路の整備、車両消毒槽の設置工事等が行われた。加えて、外部か

らの疫病の侵入を防ぐために、敷地内に牛舎付近への立ち入りを制限するフェンスの設

置、入場者の更衣室の設置に係る改修工事を実施中であり、プロジェクト期間中に完了予

定である。 

さらに、スリランカ政府は海外からの輸入牛検疫設備を強化している。DAPH 職員はリ

スク管理への意識を一層高め、牛結核病の定期検査を実施している。本調査中に NLDB ダ

ヤガマ牧場を視察した際にも、ツベルクリン検査を実施中であった。また、クンダサーレ

人工授精センターの C/P は凍結精液ストローを作成する実験室に人が出入りする際の行動

規範を策定し、実践している。同センター内に新たな更衣室とフェンスを設置後、これら

の規範は種雄牛の牛舎エリアにも適用される予定である。 

 

(5) 人工授精センターにおける液体窒素の適切な利用 

プロジェクトでは 2012 年 3 月にクンダサーレ人工授精センターに液体窒素タンク（1,000

キロリットル、2 本）を導入した。人工授精用凍結精液の配布プロセスを専門家（後代検

定（リスク管理））が確認したところ、液体窒素の無駄は削減されていた。液体窒素タン

ク（プロジェクトにより導入されたものを含む）の活用により、液体窒素は有効利用され

ていることが確認された。 

 

(6) クンダサーレ人工授精センターにおける凍結精液の事前確保 

クンダサーレ人工授精センターでは週 2 日、2 回/日の採精が行われており、種雄牛を最

大限活用していることが、専門家（後代検定（リスク管理））により確認されている。2013

年 9 月時点で実施中の第 3 回調整交配に十分な精液が確保されている15。 

                                                        
15 1 回の後代検定では 480 本が必要である。2013 年 8 月時点でクンダサーレ人工授精センターの候補種雄牛 3 頭の精液在庫は

68,436 本である（種牛番号 No. 287： 17,125 本、No. 281： 27,845 本、 No. 288： 23,466 本）。 
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(7) NLDB アンディガマ牧場における衛生管理と飼養管理の強化 

NLDB アンディガマ牧場の衛生管理に関し、糞尿散布機を導入したことは、より効率的

な糞尿処理と衛生状況の向上に役立っている。また、プロジェクト牛の成長が遅かったこ

とから、専門家（後代検定（検定計画再構築））により、育成期の増体の改善、春機発動

の早期化を図るための飼養管理改善策が提言され、C/P により実行されている。同提案に

基づき、NLDB は牛舎の改築を実施している。 

専門家（飼料生産強化）が飼料作物の需要状況を確認したところ、飼料が若干不足して

いることが判明した。特に乾季の飼料不足に対応するために、簡易ボックスを使った乾草

ベール作成の実地指導が C/P に対して実施され、また 10 エーカーの草地（ハイブリッド

ネピア）の造成が提言された。その結果、NLDB アンディガマ牧場職員は乾草ベールを製

造することができるようになったが、乾草自体の質をさらに向上させる必要があることが

指摘されている。NLDB アンディガマ牧場では、過去に本プロジェクトにより造成された

50エーカーの草地（2エーカーのハイブリッドネピアと 48エーカーの Brachiaria ruziziensis）

に加え、新たに 10 エーカーの造成（ハイブリッドネピア）が実施された16。 

 

 

  

                                                        
16 NLDB アンディガマ牧場ではプロジェクトによる技術移転を踏まえ、独自にも草地の造成を行っている。 
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第３章 評価 5 項目による評価結果 
 

３－１ 妥当性 

以下の要因により本プロジェクトの妥当性は高いと評価される。 

本プロジェクトは、以下に述べるとおり、スリランカ政府と日本政府の政策及び戦略との整合

性、プロジェクト戦略・アプローチと対象グループ選択方法の適切性及び日本の技術的優位性と

の整合性が高いことが確認された。 

 

３－１－１ スリランカにおける政策及び戦略との整合性 

スリランカ政府は、畜産セクターの中でも酪農分野を、将来の経済成長、雇用機会、農村に

おける農家の収入向上を図るうえで最も重要な分野であるとしている。本プロジェクトはスリ

ランカ政府の「マヒンダ・チンタナ 10 カ年開発計画（2006-2016 年）」、「国家畜産開発政策」

が掲げる重点分野との整合性が高い。政策目標として国産牛乳による国内自給を 2016 年までに

達成することを掲げ、生産性の高い品種の輸入、人工授精プログラムの強化、民間セクターか

らの支援を得た育種農家の構築を通じ、育種分野の拡大を実現することをめざしている17。 

 

３－１－２ プロジェクト戦略・アプローチ 

プロジェクト目標と上位目標を達成するうえで、プロジェクト・デザインは適切であった。

牛乳生産性向上には 2 つの要因があり、1 つは遺伝的要因、もう 1 つは環境的要因である。遺

伝的要因に関し、凍結精液を使用した人工授精技術により全国に種雄牛の遺伝子が普及してい

くことから、特に人工授精が広く普及しているスリランカにおいては、種雄牛の遺伝的能力向

上の重要性は高い。すなわち、遺伝的能力の高い種雄牛が生産されれば、酪農家の保有する牛

についても遺伝的能力の向上効果が期待される。アウトプット 1 の後代検定は、遺伝的能力の

高い雄種牛を生産するうえで強力な手法である。また、アウトプット 2 の人工授精技術は、後

代検定と酪農業の発展にあたり不可欠な技術である。 

一方、飼養管理の向上は環境面での重要な要因であり、牛乳生産性向上に際し下支えとなる

技術である。従って、アウトプット 3 のモデル農家を通じた適正飼養管理技術の広域普及活動

は、酪農家の牛乳生産性向上に直接寄与する重要な役割を果たしている。 

 

３－１－３ 対象グループの選択の整合性 

スリランカでは全国の乳牛の 90％が小規模酪農家によって保有されており、本プロジェクト

は小規模酪農家の生計向上に資するものである。本プロジェクトでは 2009 年に対象 4 県におい

て飼養管理分野の調査を実施し、その結果を踏まえ、一定の選定条件18に基づき、獣医事務所

と連携してモデル農家が選定された。飼養管理の適正技術パッケージ「10 things to do before you 

complain about your cows」はモデル農家の飼養管理技術レベル、周辺環境などを考慮したうえ

で開発され、導入された。 

                                                        
17 The Emerging World of Asia, MAHINDA CHINTANA – Vision for the future, The Development Policy Framework, Government of 

Sri Lanka. 2010. 
18 モデル農家の選定条件：a. 成功した酪農家事例を分析し、モデル農家としての適性を持つ既存の農家、b.後継者の有無を考

慮し、将来性のある農家、c.過去の導入技術を参考に、普及の可能性の高い飼育技術の導入と実証ができる農家、d.地方に
形成されている酪農グループに寄与できる農家（JICA ホームページ プロジェクトニュースより） 
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３－１－４ 日本の援助政策との整合性 

対スリランカの「国別援助方針」（2012 年 6 月）における援助の基本方針として「後発開発

地域に配慮した経済成長の促進」が掲げられている。かかる方針の下、JICA は「後発開発地域

の開発支援」を重点分野の 1 つとして設定し、さらに開発課題「農村地域の生産性・収益性の

向上」に対する協力プログラム「農漁村振興プログラム」を通じ、農業セクターの成長を通じ

た貧困削減、地域間所得の格差の是正を支援している。本プロジェクトは同プログラムの下に

位置付けられており、対スリランカ援助政策及び JICA 国別事業実施計画との整合性は高い。 

 

３－１－５ 日本の育種分野と飼養管理分野における技術の優位性 

日本は乳用牛の遺伝的改良と飼養管理技術の向上に 30 年以上取り組んでおり、生産コストの

削減と牛乳生産の向上に貢献している。種雄牛の国際評価に参加し、種雄牛の遺伝的能力が世

界のトップレベルと確認される等、技術の比較優位性も高い。 

 

３－２ 有効性 

以下の要因から、本プロジェクトの有効性は高いと判断される。 

第 2 章 2-4 で述べたとおり、プロジェクト目標の指標達成度は高い。プロジェクト目標達成の

貢献要因として以下の要因が挙げられる。 

・ プロジェクトのアプローチと内容、特に後代検定の啓蒙活動、飼養管理の適正技術パッケー

ジ、モデル農家の構築、ファームデイなどは直接的にフィールド技術者及び農家への技術移

転に貢献するものであった。例えば「10 things to do before you complain about your cows」は

ファームデイに参加した農家によって高い割合で実践されている。獣医師と普及員は適正技

術パッケージが安価で実践できることから、農家への技術移転が可能であると、その有効性

を評価している。 

・ DAPH と NLDB の C/P はスリランカにおける種雄牛の遺伝的能力向上を実現するうえで、後

代検定の重要性が高いことを認識しており、後代検定に対するオーナーシップが高まったと

いえる。オーナーシップの高さは DAPH と NLDB が牛結核病発生に伴う後代検定牛の淘汰の

後にも後代検定を再開したという事実に象徴される。 

・ 第 2 章 2-3-1 で述べたとおり、後代検定は牛結核病及び春機発動の遅延といった阻害要因の

影響を受けたが、新たにオーストラリアから輸入された牛を活用し19、また、DAPH が FAO

支援20により一般酪農家から収集した泌乳データを活用することにより、後代検定プロセス

を再開することができた。 

・ C/P 研修として実施された本邦研修は、DAPH の後代検定に関与する C/P の知識と技術を向

上するうえで貢献要因となった。本邦研修で新たに習得した知識とスキルは C/P の実務に活

かされ、マニュアルの作成、講義の実施、飼養管理の実践、バイオセキュリティ計画策定に

加え、畜産セクターの事業立案にも活用されている。 

 

                                                        
19 オーストラリアによる支援、通称「Wellard Project」により 2,000 頭の初妊牛（フリージアン、ジャージー、フリージアン・

ジャージークロス）が輸入された。2013 年には新たに 2,500 頭の初妊牛（交雑種）が南部へ輸入（Ridiyagama 牧場）される
予定。さらに 2014 年にはココナッツ三角地帯及び乾燥地帯に位置する NLDB 牧場に 10,000 頭を輸入予定。（NLDB ホーム
ページ Sri Lankan Dairy Development Project より） 

20 DAPH は FAO 支援による Pedigree & Performance Recording System （PPRS）（2011 年～2012 年の 20 カ月間）によりデータ
ベース構築している。 
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３－３ 効率性 

以下の要因から、本プロジェクトの効率性はやや高いと判断される。 

 

３－３－１ 各アウトプットの達成状況 

第 2 章 2-3 で述べたとおり、外部要因の影響を受けたにもかかわらず、設定されたアウトプッ

ト 1 は着実に産出されており、プロジェクト期間終了までに達成される見込みである。アウト

プット 2 の達成度は既に高いことが確認された。アウトプット 3 も本調査時点で達成されてい

る。 

 

３－３－２ 投入 

(1) スリランカ側 

・ DAPH は、プロジェクト実施に必要となるすべての専門分野毎に、C/P を配置した。

NLDB、州 DAPH、獣医事務所はそれぞれ関連するプロジェクト活動を実施すべく、

C/P 人員を配置した。これにより、DAPH と専門家は多方面にわたるプロジェクトサ

イトにおいて、関連 C/P と連携し活動を展開することができた。また、DAPH による

プロジェクト事務所及び設備の提供、水道・電気代の支払い、運転手及び車輛燃料費

の提供、フィールド研修時の参加者への飲食代の負担等、すべての投入がプロジェク

ト活動の円滑な運営に貢献している。 

 

(2) 日本側 

・ 日本人専門家はほぼ適時適切な分野への派遣が実施されている。従って、専門家の投

入の効率性は高いと言えるが、プロジェクト活動の専門分野が多岐に渡り、かつ広範

囲に位置する C/P 機関及びプロジェクトサイトがプロジェクト事務所から物理的に離

れていたことから、長期専門家 2 名体制では業務上の負担が大きかったと思慮される。 

・ 現地業務費の投入及び機材調達は計画どおり実施され、調達機材は有効活用されてい

る。また、本邦研修も計画どおりに実施された。加えて、国家レベル、州レベル、地

域レベルにおいて本プロジェクトにかかわる獣医師や人工授精師、畜産技術者を対象

とした第三国研修（インド）が特別に計画され、実施された。 

 

３－３－３ 外部要因の影響 

第 2 章 2-3-1 で述べたとおり、外部要因により 2012 年の後代検定活動は一時中断された。プ

ロジェクトフレームワークにおいて、各活動によってアウトプットを産出するにあたり想定さ

れる外部条件として、以下の 2 点が含まれている。 

① 「異常な家畜伝染病や異常気象が発生しない」 

② 「借腹牛の提供において、NLDB とプロジェクトの協力関係が維持される」 

これらの外部条件は牛結核病の発生等による影響を受け、2012 年の後代検定活動の実施が阻

害される結果となった。 
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３－４ インパクト 

本プロジェクトのインパクトはやや高く、既にいくつかの顕著な正のインパクトが発現してい

る。 

 

３－４－１ 上位目標の達成見込み 

・ 第 2 章の 2-5 で述べたとおり、プロジェクト終了後 3～5 年後には、以下に従い、上位目標

が達成されることが推察される。第 1 に、州 DAPH と獣医事務所が適正技術パッケージを

活用し普及活動を継続することで、小規模酪農家に適した飼養管理技術の向上が期待され

る。また、適切な牛乳の保管方法の確保と回収サービスが行われることが前提条件である

が、農家が適正技術パッケージをきちんと実践することにより、牛乳生産性の向上につな

がり得ると推察される。第 2 に、DAPH と NLDB が現在再開中の後代検定プロセスを継続

して実施すると、5 年後には候補種雄牛の中から後代検定済の種雄牛が選ばれる。すなわ

ち、クンダサーレ人工授精センターから後代検定済種雄牛の凍結精液が普及されることが

見込まれる。最後に、後代検定の専任部署の設立が前提条件であるが、スリランカにおい

て後代検定プログラムが構築されることについても期待される。 

・ 上述のとおり上位目標を実現するためには、バイオセキュリティ対策を含めたプロジェク

ト活動の継続が不可欠である。 

 

３－４－２ 技術面へのインパクト 

・ 2009 年のプロジェクト開始以前、スリランカでは後代検定は実施されていなかった。プロ

ジェクトを通じ、初めて後代検定の概念と理論が DAPH と NLDB のみならず、獣医事務所、

普及員、小規模酪農家へ紹介されることとなった。 

・ DAPH と NLDB 牧場は計画交配、調整交配、泌乳検定を繰り返し実践している。後代検定

を通じ、C/P は候補種雄牛の選定、計画交配用の母牛の絞り込み21、人工授精技術、飼養管

理、体測技術、泌乳記録、牧草生産など後代検定を実施するうえで基盤となる技術を実践

してきた。その結果、DAPH と NLDB の関係者は後代検定の実施に対する自信と組織基盤

向上への意向が高まったといえる。 

 

３－４－３ 酪農家の生産性へのインパクト 

・ モデル農家と獣医師によると、適正技術パッケージの導入により飼養管理技術が向上し、

技術基盤が整備された。その結果、周辺酪農家を含むいくつかの酪農家では牛乳の生産性

が増加し、また牛の成育状況が向上したことが確認されている。獣医事務所を含む州 DAPH

の C/P は、適正技術パッケージ及びプロジェクトにより導入された普及手法の効率性の高

さと実用性の高さを評価しており、継続して活用していく意思がある。 

 

３－４－４ 環境面、文化面、ジェンダー配慮へのインパクト 

・ プロジェクトにより NLDB アンディガマ牧場に導入された糞尿散布機、いくつかのモデル

農家に設置されたバイオガスダイジェスター及び人工授精センターの施設改修は衛生環境

                                                        
21 計画交配で供用される「候補種雄牛」の母となる牛たちの絞り込み。計画交配用の候補母牛として不適切な個体を避け、計

画交配に適した牛を選び出す作業。 
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面の向上に貢献した。 

・ クンダサーレ人工授精センターの凍結精液保存及び配布機能の向上を通じ、DAPH は液体

窒素の廃棄量を削減することができ、結果的に液体窒素の購入経費を削減することができ

た。 

・ 動物福祉の意識が高く、長時間にわたって雌牛を実習活動に拘束することがためらわれる

研修生もいることから、人工授精師養成研修へのカウモデルの導入により、スリランカの

文化に配慮しつつ、より実践的な研修実施が可能となったと C/P に評価されている。 

・ ジェンダー配慮面について、本プロジェクトに参加したモデル農家、獣医師、普及員には

多くの女性が含まれていた。またファームデイへの参加を通じ、女性酪農家及びフィール

ド技術者の研修参加機会の拡大に繋がった。 

 

３－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は以下の要因からやや高いと評価される。 

 

３－５－１ 制度・政策面 

・ 妥当性の項（第 3 章 3-1-1）で述べたとおり、スリランカ政府の複数の政策文書において酪

農分野開発、特に小規模酪農支援の重要性が強調されている。さらに、スリランカ政府は

市場競争が国産ミルクの価格を左右する中で、国産品の優位性を保ち国内酪農家を保護す

るべく、2011 年に牛乳買取設定価格を値上げした（1L 当たり Rs.30 を Rs.50 に増加）。 

・ DAPH は関連制度22を順守している。また DAPH は 2009 年より牛の個体識別のための登録

コードシステムにより牛群の管理を開始している23。 

 

３－５－２ 組織面 

(1) DAPH 

・ 第 2 章 2-6-2(1)に述べたとおり、DAPH は後代検定の体制整備を強化する努力をして

いるが、本調査時点では専任部署の設置には至っていない。 

 

(2) NLDB 牧場 

・ 本プロジェクトでは後代検定プロセスの運営上、牧場と DAPH との緊密な連絡が欠か

せないが、NLDB 牧場ではインターネットを含め、コミュニケーションネットワーク

の整備が遅れていた。両牧場は、通信会社変更によりネット回線の整備を行い、本調

査時に両牧場からプロジェクト事務所へデータが送付されることが確認された。 

・ 2013 年に入り NLDB ダヤガマ牧場では、オーストラリアによる支援により初任牛を大

量に輸入し24、大型ミルキングパーラー25を設置し、新たな管理システムを導入した。

大量の初妊牛の分娩が同時期に重なったことから牧場職員は分娩対応に追われ、その

後は発情兆候の確認、人工授精作業等で多忙を極めた。そのため、本プロジェクトの

                                                        
22 Animal Act （No. 20 of 1958 & 1964）、Animal Disease Act （1992）、Animal Feed Act （No. 15, 1986） 
23 DAPH 聞き取り。2013 年 10 月時点で全国の酪農家の牛の 65％まで登録作業が進んでおり、登録率が 100％に到達するには、

さらに 2 年程要すると推測している。 
24 NLDB ダヤガマ牧場では 2013 年 1 月より延べ 620 頭のオーストラリアから輸入した初妊牛が搬入された。 
25 De Laval（スイス）のヘリボーン式のミルキングパーラー（12 頭ダブル） 
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後代検定活動への時間割り当てが限定的となった。この新たなプロジェクト運営に伴

い、牧場職員が増員されてはいるものの26、後代検定には正確なプロセスと記録管理

が求められることから、後代検定専任担当者を配置するなどの体制強化が求められて

おり、NLDB もその必要性を認識している。 

 

(3) 州 DAPH、獣医事務所 

・ 北西部州 DAPH のオーナーシップは高く、適正技術パッケージとそのマニュアルを用

いて、州の研修センター27において酪農家研修を実施することやファームデイを開催

し、デモンストレーションを行っていく意向がある。 

・ また、本プロジェクトの対象獣医事務所においても、適正技術パッケージ及びモデル

農家活動を含むファームデイに対するオーナーシップが高いことが確認された。 

・ 第 2 章 2-4 で述べたとおり、各獣医事務所では膨大な登録農家を管轄しており、通常

業務を行ううえでも交通手段が不足している等、現状の体制では農家への普及活動の

実践は限定されてしまいかねない。この状況に対処するため、各州 DAPH は普及員の

増員を計画している。北西部州 DAPH では 2 年間のディプロマコースの修了生を普及

員として新規雇用する手続きを行っており、中央州 DAPH では普及員の増員を州議会

へ申請中である。 

 

３－５－３ 財政面 

・ DAPH は後代検定を継続するため、向こう 3 年間の予算申請（2014－2016 年）を行ってい

る。NLDB アンディガマ牧場の飼養計画には濃厚飼料28の確保が不可欠であるが、NLDB

本部はその必要性を認識しており、DAPH も費用を負担する意向を示している。 

・ DAPH は 2014 年の第 1 四半期に指導員養成研修（Training of Trainers）を計画しており、

予算を確保している。この指導員養成研修は、本プロジェクトが対象とした 2 州以外の 5

州の獣医師及び普及員を対象とする。DAPH 人事部管轄の Institution of Continuing Education

において、各州 1 コースずつ実施予定である。DAPH は「10 things to do before you complain 

about your cows」を教材の 1 つとして使用する予定であり、研修受講後には、獣医師と普

及員が適正技術パッケージを小規模酪農家に技術移転できるようになることを目的として

いる。 

・ いくつかの州 DAPH では獣医事務所を通して、小規模酪農家の支援を目的とした複数の国

家レベル及び州レベルの事業が実施されている。これらの事業を通じ、適正技術パッケー

ジは獣医事務所により小規模酪農家に移転することができると考えられる 29。同時に

ファームデイのようなイベントに関しては、別途年間予算の確保が検討されることが望ま

れる。 

 

                                                        
26 Wellard Project 開始以前は NLDB ダヤガマ牧場では約 450 頭の牛を統括官 7 名と作業員 70 名が対応していた。Wellard Project

開始後の新たなマネージメント体制では、アシスタントマネージャー1 名、獣医師 1 名と作業員 50 名が増員され、収容可能
頭数の約 600 頭に対応している。 

27 北西部州 DAPH の Wannigama Training Center 
28 牛乳や肉の生産に直接かかわるタンパク質や炭水化物を多く含んだ穀物を中心とする飼料（JICA ホームページ プロジェ

クトニュース 2010 年 1 月 26 日より） 
29 州 DAPH 局長、対象地区の獣医事務所獣医師聞き取り。 
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３－５－４ 技術面 

・ DAPH、NLDB、州 DAPH、獣医事務所、モデル農家の各 C/P は、プロジェクトにより強化

された自身の技術に自信を持っており、各種マニュアルや機材を活用し、活動を継続して

実施してく意向がある。第 2 章で述べたとおり、後代検定の概念とプロセスは DAPH と

NLDB の C/P により習得されている。DAPH は後代検定事業のモニタリングに関し、特に

遺伝的能力評価分野について日本人専門家の継続的な技術支援が必要であると認識してい

る。 

・ 本プロジェクトにより開発された適正技術パッケージは対象獣医事務所とモデル農家によ

り習得されており、習得された技術レベルは周辺農家への技術移転にも十分対応可能であ

ると確認された30。 

・ クンダサーレ人工授精センターによると、フィールドレベルでの牛の改良技術に関しては、

人工授精師の研修を通じ引き続き向上させていく必要性があることが指摘されている。 

 

 

 

  

                                                        
30 対象地区獣医師聞き取り。 
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第４章 結論 
 

本プロジェクトはその実施過程でいくつかの外部要因の影響を受けたものの、プロジェクト期

間終了までに全アウトプットが達成される見込みである。 

育種分野に関しては、プロジェクトでの目標はあくまでスリランカにおける後代検定手法の開

発であり、手法の開発そのものはプロジェクト終了までに達成される見込みである。一方で、今

後の後代検定事業の本格実施をスリランカ側が継続していくには、早急な後代検定担当部署の設

立や後代検定実施の場となる NLDB での飼料代確保、DAPH と NLDB との連携強化等が不可欠で

ある。 

飼養管理分野に関しては、プロジェクトの対象モデル農家の飼養管理改善効果が確認されてい

る。広域普及手法であるファームデイを通じ、モデル農家管轄地区内の酪農家への適正技術パッ

ケージの普及が実施されている。また、管轄地区外からの参加者を対象としたファームデイも開

催しており、本アウトプットは既に達成されたと判断される。今後は州 DAPH 及び獣医事務所職

員が主体となり、これらの活動を継続して取り組むことが期待される。 

プロジェクト目標及びアウトプットの達成度はいずれも高いと評価されることから、討議議事

録（Record of Discussion：R/D）に記載のプロジェクト期間に従い、終了することが適切であると

判断する。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提言 

５－１－１ プロジェクト期間中における活動に関する提言 

(1) DAPH における後代検定管理体制の強化への取り組み 

後代検定を継続して実施していくために、DAPH の後代検定担当部署の設置及び予算面

の措置が取られる必要があり、また国内専門家の育成も求められている。プロジェクト終

了までに、後代検定関係者は後代検定推進のための協議を行うとともに、実用ガイドライ

ンを策定する。 

 

(2) 州 DAPH と獣医事務所による広域普及活動ファームデイの開催 

本プロジェクトのモデル農家管轄地区外における適正技術パッケージの普及活動につい

て、今後はプロジェクトで考案したファームデイ方式を、州 DAPH 及び各獣医事務所職員

により主体的に実施していくことが求められるところ、まずは同手法を理解し強い権限を

持つと考えられる DAPH 本局から州 DAPH への開催働きかけの強化を行う。 

 

５－１－２ プロジェクト期間終了後も含めた対応に関する提言 

(1) DAPH による後代検定事業実施計画の策定と関係機関の役割の明確化 

スリランカにおける後代検定事業の促進の為には、DAPH と NLDB の双方関係者が協議

の場を設け、DAPH が主体となって、後代検定実施方法及び調整メカニズムを明示した具

体的な後代検定事業実施計画を策定すると共に、各関係機関の役割を明確にする必要があ

る。 

 

(2) DAPH による NLDB との緊密なコミュニケーション 

後代検定計画の統括を行う DAPH と実施の場である NLDB との緊密な連携（定期的な情

報交換、後代検定データ記録の送受信・取りまとめ等）が望まれる。特に、本プロジェク

トでは、オーストラリアの支援の下、搬入された輸入牛を後代検定牛（計画交配、調整交

配）として活用することができた点はプロジェクト目標を達成するうえで貢献要因として

働いたものの、NLDB ダヤガマ牧場において、JICA 供与ミルキングパーラーがすでに存在

したにもかかわらず、同支援の下、新たなミルキングパーラーが導入された点は、DAPH

と NLDB 双方の情報交換・調整により防ぐことができたものと考えられる。従って、後代

検定関連機関はより緊密な組織内相互の意思疎通を行うことが求められる。 

 

(3) NLDB 牧場の後代検定事業に係るマネージメント体制の強化 

本プロジェクトにおける後代検定実施の場の 1 つである NLDB ダヤガマ牧場では、オー

ストラリアの支援の下、2013 年より輸入牛が搬入され、同牧場では同支援（農家への仔牛

の販売及び牛乳の販売）と本プロジェクト（後代検定による牛品種の改良）の 2 つの目的

の異なるプロジェクトへの対応に追われている状況である。従って、NLDB は後代検定関

連牛の記録管理について専任担当者の配置を行う等、同牧場におけるマネージメント体制

を強化することが求められる。 
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(4) DAPH による牛の伝染病対策と種雄牛のリスク管理の継続 

クンダサーレ人工授精センターは国内唯一の種雄牛を保有する機関であり、種雄牛のリ

スク管理の重要性は高いことから、国内の牛を疫病から守り、後代検定の結果を維持する

ためにも防疫対策強化を継続して行っていくことが必要である。 

 

(5) 州 DAPH における本プロジェクトが開発した適正技術パッケージの活用の継続 

スリランカでは、国家レベル、州レベルでの小規模酪農家支援事業が数多く実施されて

おり、同事業はアウトプット 3 に係る活動との整合性が高いことから、本プロジェクトが

開発した適正技術パッケージをこれらの事業計画に盛り込む形で継続することが期待さ

れる。また、州 DAPH により、普及活動に係る獣医事務所の人員、交通手段などのリソー

スの強化がなされることが求められる。 

 

(6) 飼養管理分野の支援を行う他援助機関との連携による広域普及活動 

飼養管理分野については日本の NGO や他援助機関が類似の活動を展開しているところ、

DAPH や JICA スリランカ事務所を通じて、本プロジェクトの各種成果品を積極的に広め、

他援助機関の対象地域において、適正技術パッケージの活用やファームデイの開催等が行

われることが期待される。 

 

５－２ 教訓 

(1) 日本側実施体制規模と業務範囲の考慮 

技術分野の長期専門家 1 人体制であるにもかかわらず、同専門家が育種と飼養管理技術改

善（広域普及を含む）の両分野を見る必要があったため、技術移転範囲の広さ、対象 C/P 人

数の多さ、対象地域への物理的移動距離の長さにかんがみ、長期専門家の負担が非常に高かっ

た。特に、成果の普及を含む類似案件の形成においては、1 人の専門家が対応できる業務範

囲を十分考慮する必要がある。 

 

(2) 外部条件の影響への柔軟な対応の必要性 

本プロジェクトでは予期せぬ外部条件（2011 年 12 月に発覚した牛結核病及び 2012 年に開

始された NLDB牧場への輸入牛導入等）が発生し、プロジェクト後代検定牛の移動やプロジェ

クト後代検定候補種雄牛の全頭淘汰、調整交配用娘牛の一部淘汰等、様々な困難に直面した

ものの、専門家と MLRCD、DAPH、NLDB の三者が協議を重ね、その時々に応じた適切な対

応がなされた（輸入牛を活用した新たな後代検定の実施、FAO プロジェクトの乳分析データ

の遺伝的能力評価への活用等）。その結果、アウトプットの達成度は高いことが見込まれる。

貢献要因として、外部条件発生前の段階で、専門家の活動により後代検定の重要性がスリラ

ンカ側関係者に十分理解されており、プロジェクトを継続しようとする意志が大変強かった

ことが挙げられる。なお、牛結核病のような伝染病については、生き物を相手にしたプロジェ

クトでは完全に防ぐことは出来ず、事前予測も困難である。類似案件実施時に当該外部条件

が発生した場合には、日本側及び C/P 側が十分な協議を重ね、必要に応じて活動内容の変更

を行う等、柔軟な対応をとることが不可欠である。 
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(3) 後代検定事業の実施にあたっての留意事項 

乳牛の改良手法の 1 つである後代検定は、高度な改良システムであり、牛の飼養管理や血

統登録を含む各種条件が対象国において整備されている必要がある。また、後代検定事業を

実施していく際には、後代検定全体を統括及び管理する機関、牛を飼育し後代検定を実施す

る牧場、検定データの集計・分析を行う機関等の連携が不可欠になるところ、今後類似の育

種プロジェクトを実施する際には、対象国における酪農分野の改良実施体制を事前に十分確

認することが望ましい。 
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第６章 所感 
 

６－１ 技術団員所感 

今回の終了時評価調査において、本プロジェクトで実施すべき活動については、途中牛結核病

の発生等アクシデントはあったものの、計画に基づきおおむね順調に実施されていることが現地

調査等によって確認できたことから、本プロジェクトは無事終了できると判断する。 

 

(1) 適正な後代検定手法の開発 

プロジェクト開始後、後代検定実施基盤となるダヤガマ及びアンディガマ両 NLDB 牧場の

能力等の分析が行われ、プロジェクト期間内に後代検定にかかわる一連の作業を実施できる

よう既存種雄牛を利用した調整交配からスタートした。その後短期専門家により作成された

後代検定実施計画に基づき、候補種雄牛を生産するための計画交配及び候補種雄牛の娘牛を

生産するための調整交配も実施されたが、2011 年 12 月牛結核病の発生により、クンダサー

レ人工授精センター所有の候補種雄牛及び NLDB ダヤガマ牧場所有の娘牛が全頭淘汰され、

後代検定は一時中断された。 

しかし、それまでの期間に実施された後代検定理解への指導が功を奏し、C/P 等関係者の

オーナーシップが高く、アクシデントを乗り越えて後代検定を継続する努力が実り、再度取

り組むこととなった。 

先取り的に実施した既存種雄牛による試験的な調整交配では、娘牛の生産及び淘汰を免れ

た娘牛による泌乳能力検定を実施した。更に専門家指導の下、乳成分測定も実施できるよう

になった。 

また、2013 年 6 月には遺伝的能力評価指導の専門家が派遣され、牛結核病による淘汰のた

め少なくなったデータを、同時期に進行していた FAO プロジェクトのデータを利用すること

でカバーし、遺伝的能力評価の手法を伝授した。 

一方、計画交配についても、一度は候補種雄牛生産までは実施し、淘汰後はオーストラリ

ア支援による輸入牛から生産される雄子牛を候補種雄牛として臨時的に利用することとな

り、現在候補種雄牛が生産されつつある。 

このように、一般的な後代検定システムの一環的な実施とはなっていないが、後代検定シ

ステムの各項目は一応実施されており、今後は、輸入牛から生産された候補種雄牛の後代検

定からスタートし、5 年後には検定済種雄牛の精液が配布され、将来的には検定済種雄牛か

ら候補種雄牛を生産する計画交配が行われることが期待される。 

なお、2013 年 10 月に修正された後代検定システムに基づき、残された期間で計画交配や

調整交配のタイムスケジュールを作成し、インターネットを利用した両牧場からの正確な

データ収集に基づき、遺伝的能力評価が正確に実施出来るよう評価システムへの習熟を進め、

期間内に作成される後代検定マニュアル応用編に則り、後代検定が継続されることを期待し

たい。 

 

(2) 適切な人工授精技術の実践 

プロジェクト活動により、クンダサーレ及びポロンナルワの両人工授精センターにおける

施設整備と凍結精液製造技術及び人工授精技術の向上が図られ、特に凍結精液製造技術に関



－26－ 

しては調査資料等により、凍結精液活力は 60％以上と問題がないレベルを維持していた。 

まず、クンダサーレ人工授精センターは牛結核病による種雄牛等の淘汰を受け、2013 年 4

月の専門家（後代検定（リスク管理））指導の下、車両消毒槽や来場者用更衣室の設置及び

ラボラトリーにおける精液製造工程別の仕切り設置、採精場改修など種雄牛の衛生管理改善

を進めており、更に自助努力により精液配送場所を本棟から離れた正門脇の倉庫に移設改修

することとした。また飼養管理面においても、専門家の指導により乾草作成箱やサイレージ

樽の利用による粗飼料確保に努めており、これらの努力が安定した凍結精液製造に結びつい

ていると思われた。 

一方、ポロンナルワ人工授精センターでは、カウモデルを利用した実技研修や、C/P によ

る後代検定の講義など中間レビューの課題については対処されており、人工授精研修につい

ても各地区の獣医事務所職員や普及員及び NLDB 牧場職員などのフレッシュ及びリフレッ

シュ研修を実施し、技術の向上・安定化による受胎率の向上に努めていた。 

このような研修の成果が、後代検定にかかわる NLDB ダヤガマ牧場での計画交配、NLDB

アンディガマ牧場における調整交配における受胎率の更なる向上に結びつくことを期待した

い。 

 

(3) 酪農家における飼養管理技術の改善 

本プロジェクトでは小規模酪農家の飼養管理技術向上を図るため、初めに対象地域内にモ

デル農家（20 戸）を選定し、基盤となる資機材の提供や、一般の酪農家でも実践が可能な極

めて低コストで効果的な 10 の適正技術パッケージを利用した専門家等による飼養管理改善

の技術指導を実施してきた。しかし、当初の専門家と C/P によるモデル農家の選定や技術指

導は、対象とする地域が広範であることなどにより、かなりハードな活動であった。こうし

た活動の中から、小規模酪農家が抱える課題や改善点が見えてきて、10 の適正技術パッケー

ジがマニュアル化され、更に C/P によりシンハラ語及びタミル語版のマニュアルが作成され

たことで、より酪農家への理解が深まった。 

その後、より広い技術普及を図るため、このモデル農家を中心として、管轄地区獣医事務

所や DAPH など C/P が連携し、周辺農家を集めて飼養管理改善にかかわる技術や後代検定に

ついて紹介するファームデイを各地で開催、適正技術パッケージマニュアルを配布している。

今後は更により広域に展開するため、モデルファーム管轄地区外の獣医事務所職員等が参加

する広域ファームデイの開催が期待されており、調査期間中に初回の広域ファームデイが開

催され、プロジェクト側と酪農家達との熱心な質疑応答が展開された。 

また、今回の調査では 3 年前の短期派遣時に訪問した酪農家の現地調査が含まれており、

当時 4 頭程度の搾乳牛を屋外で繋牧していた酪農家が、プロジェクトの支援により牛舎が建

ち、他の支援により真空ポンプを設置し、将来は牛舎に飼養できる 20 頭すべてを搾乳牛とし

て繋養したいと話していた笑顔が印象的であった。この地域の獣医事務所の獣医師は日本で

の研修を受けており、コーンサイレージ調製など酪農家に働きかけ、酪農家の飼養管理改善

に積極的に取り組んでいるようであり、両者にプロジェクトの大きな成果を感じた。 

今後はモデル農家を核としたファームデイのみならず、より広範な地域を対象とした広域

ファームデイの開催等により、この適正技術パッケージが普及されることで、小規模酪農家

の飼養管理技術が改善されていくことを期待したい。 



－27－ 

なお、他の技プロでの活動経験から、この適正技術パッケージは、他の酪農や畜産プロジェ

クトにおける小規模農家への技術普及にも参考になると思われた。 

 

６－２ 団長所感 

終了時評価を含む詳細な調査結果については他に譲るとして、ここでは同評価実施を通じて感

じた本プロジェクト実施による成果や今後の持続性担保にあたって留意すべき点を指摘したい。 

内戦終了後のスリランカ経済の発展は著しいが、その反面で地域間の格差是正が喫緊の課題と

なっている。農業は GDP 寄与率が低い一方、全人口の 85％以上が農村部に居住しており、就労

人口の 34％が農業に従事していること、貧困層の 95％は農村地域を中心に分布していることか

ら、農業分野の発展がこの国の今後の社会・経済発展の帰趨を握っているといっても過言ではな

い。そうした中でも当該国の米作中心の農業にあって畜産は現金収入が期待でき、国民の栄養状

態の改善にも貢献が期待できる分野である。 

そうした状況の中で、2009 年来 5 年間にわたって協力を行ってきた本プロジェクトでは後代検

定が実施できるようになることを主眼としてきたが、そもそも後代検定自体のタイムスパンが長

く、結核病の流行により全頭淘汰という憂き目を見たことにより、残念ながら 1 サイクル回すこ

とが出来なかったことは残念である。後代検定は高度な改良システムであり、その実施にあたっ

ては様々な前提条件が整備されている必要があること、生き物を相手にしてはプロジェクト実施

当初に想定しない事態が発生し得るという点は、類似案件に対する教訓となり得るだろう。その

一方で、スリランカ側の畜産振興に対するインセンティブは高く、このまま更なる外部条件が降

りかかってこない限り優良な結果が期待できると思われるところ、今後の展開を見守りたい。 

本件プロジェクトでは小規模酪農事業改善のために飼養管理分野にも指導を行ってきたが、本

分野においてはめざましい成果を確認することが出来た。特に、今回の調査時に実施されたファー

ムデイに機会を得て参加することが出来たが、飼養管理技術そのものだけではなく、指導する C/P

の主体性及び酪農家の積極的な参加を目のあたりにしてプロジェクトの成果が根付きつつあるこ

とを実感した次第である。1 頭当たりの乳量が増加したという結果からすれば、こうした活気あ

るファームデイも頷けるところ、今後もこうしたモメンタムを失うことなく C/P 自身が持続性を

発揮していくことが望まれる。 

ネガティブな側面もあった。1 番の問題はスリランカ政府の縦割り構成により情報共有が上手

く進まず、事業の重複が生じる可能性があったことであり、この点については引き続きモニタリ

ングしていく必要がある。また、後代検定という高度な改良システムを今後も主体的に実施して

いくためには専門の組織立ち上げが必須であるが、プロジェクト実施期間中の成立の可能性は高

くない。いずれにしても、本プロジェクトの成果についてはフォローアップも視野に入れた何ら

かの支援を検討してはどうかと考えている。 

最後に、広大な地域を少人数でカバーしてきた専門家の方々のご努力に敬意を表したい。 
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1 

 
評価

項目 

評価設問 調査結果 

  

実
績
の
検
証 

投入の実

施状況 

(日本側） 

・日本人専門家は予定どおり派遣さ

れたか？ 

・ 延べ 18 名（長期 4 名、短期 14 名）、10 分野の専門家が計画どおり派遣された。 

・予定どおりプロジェクトに必要な機

材が供与されたか？ 

・ 機材調達計画に基づき、機材（合計 4,397 万 6,550 円=Rs.5,847 万 9,455）が供与された。 

・ ポロンナルワ人工授精センターにおける研修宿泊施設、講義室、ラボラトリーの改修工事は業者による工事の遅延があったが、プロジェク

ト期間中に完了予定である。 

・ クンダサーレ人工授精センターにおけるリスク管理用改修工事が予定されている。 

・機材の利用状況、管理体制に問題

ないか？ 

・ 人工授精関連機材をはじめ、各種資機材はおおむね適切に管理、使用されている。 

・ NLDB ダヤガマ牧場に供与したミルキングパーラーは、2013 年にオーストラリアの支援により大規模なミルキングパーラーが導入され、一

時期利用頻度が減少したが、本調査時点では活用していていることが確認された。NLDB は両ミルキングパーラーの乳量等の記録システ

ムをつなげる可能性をオーストラリアの支援関係者と協議している。 

・予定どおり本邦研修、第三国研修

が実施されたか？ 

・ 本邦研修へ延べ 10 名の C/P を派遣した。 

・ 第三国研修はインド Kerala Livestock Development Board Ltd.へのスタディツアーを実施し 24 名を派遣した。 

・予算は計画どおり拠出されたか？ ・ 現地業務費は計画どおり拠出され、プロジェクト終了時までに合計 Rs. 6,451 万 368.63 が拠出見込みである。 

(スリランカ側） 

・C/P、運営管理スタッフはスリランカ

側から予定どおりプロジェクト運営に

必要な人員が配置されたか？ 

・ C/P として、延べ 88 名が MLRCD、DAPH、NLDB、州 DAPH（中央州、北西部州）、獣医事務所、モデル農家より配置された。 

・予定どおりプロジェクト運営に必要

な執務室、家具、通信手段及び業務

用資機材が配置されたか？ 

・ スリランカ側は事務所、家具、通信手段及び業務用機材を適切に供与し、それらは活用された。 

・予定どおりプロジェクト運営に必要

な予算が確保、拠出されたか？ 

・ スリランカ側は①C/P 給与及び他手当、②C/P の現場での交通費、③電気代、水代等の経費、④日本側供与機材の関税、諸税、倉庫代、

国内搬送費等の諸経費、⑤プロジェクト用車輛に関しスリランカ側は該当する諸税、関税及び保険料を負担、⑥消耗品の維持管理）を適

切に拠出した。DAPH 負担総額：Rs.12,662,511.10、NLDB 負担総額：Rs.213,030 施設改修費（NLDB ダヤガマ牧場電流フェンス） 

２
．
評
価
グ
リ
ッ
ド
（
調
査
結
果
）



－
79
－

2 

アウトプッ

トの達成

状況 

【アウトプット 1】 スリランカにおける

適正な後代検定手法が開発される。

 

【1-1】  

・ 後代検定の基礎マニュアルが各種（1. What is Progeny Test? 2. Milk analysis manual, 3. Genetic evaluation manual）作成されており、C/P

により活用されている。後代検定応用マニュアルは 2013 年 11 月に完成予定。 

【1-2】 

・ DAPH の後代検定 C/P は後代検定の概念・理論とその意義を十分に認識している。 

・ 後代検定の対象となっている牛群の人工授精及び分娩状況の記録は月曜日ごとに NLDB ダヤガマ及びアンディガマ牧場から Fax により専

門家に送られていた。届いたモニタリングデータは、専門家が遺伝能力評価モデル構築のためにデータ処理作業を行っていたが、専門家

によるモデル構築が完了し、データ処理作業は NLDB 牧場の技術者に移管されつつある。 

・ 短期専門家が考案したジャージー種の後代検定モデルは DAPH に承認された(2011 年)。しかし中間レビュー以降の活動実態を踏まえ、当

初年 2 回の後代検定計画を年 1 回に変更する案が、2013 年 10 月開催の JCC で協議され、承認された。（2013.10） 

・ プロジェクト当初、後代検定担当の DAPH 職員は 1 名だったが、新たにコンピュータプログラミングの経験を有する 2 名が追加配置されてい

る。 

・ DAPH、NLDB、GFMI が署名した 2010 年 11 月 29 日付覚書の第 1 項では、各機関はプロジェクト期間内及び終了後も後代検定手法が確

立するよう協力し、各々の役割を担う、と宣言されている。 

・ 中間レビューで提言された、DAPH 本局の後代検定の担当部署の設置がまだ実現していない。 

【アウトプット 2】後代検定に関連する

適切な人工授精技術が実践されて

いることを確認する。 

・ クンダサーレ人工授精センターにおける凍結精液活力が 50％以上で維持されている（2013.3-7 月平均 60.6％）。 

・ クンダサーレ、ポロンナルワの両人工授精センターでは、人工授精に関連する技術が改善した。クンダサーレ人工授精センターでは、凍結

精液製造に関する諸機材が供与され、同センターの人工授精技術者が機材操作方法を習得したことにより、凍結精液製造の質が向上し

た。 

・ ポロンナルワ人工授精センターでは、人工授精技術研修に関する諸機材供与により、研修で網羅する内容が充実し、その質が高まった。 

・ ポロンナルワ人工授精センターで行われている人工授精研修で、センター担当獣医が後代検定の講義を行っている。 

【アウトプット 3】酪農家の飼養管理

技術が改善する。 

【3-1】 

・ 現場技術者向けの技術マニュアルが各種作成された。(1. Genetic Evaluation Manual, 2. 10 things to do before you complain about your 

cows, 2. What is Progeny Test? 3. Milk sampling and analysis, 4. Risk management of diseases, 5. Farm management, 6. How can you make 

farmers happy? 7. Sire evaluation procedure) 。乾草作成箱、サイレージ作成樽等の教材も開発し、実地指導も行った。 

・ 技術内容の指導に関し、専門家が毎月、対象 4 県にある 20 カ所のモデル農家を技術指導する際に、各地域を管轄するフィールド獣医事

務所の現場技術者を伴って訪問し、農家への技術指導を通じて現場技術者に技術内容及び技術指導について学ばせるという方法を取っ

ていた。 

【3-2】 

・ 作成された農民向けの普及マニュアル（1. GFMI Calendar, 2. 10 things to do before you complain about your cows)、乾草作成箱（Hay 

box）、サイレージ作成樽（Silage barrel）等の教材も活用し、DAPH 及び州 DAPH の C/P 及びフィールド獣医事務所の現場技術者はモデル

農家に対する研修、実地指導を行っている（巡回指導時、ファームデイ開催時）。 

【3-3】 

・ 2013 年 11 月現在、延べ 39 回のファームデイが 19 カ所のモデル農家で実施されており、これらの農家は実践している技術の説明を参加

者の前で行った。 

・ モデル農家管轄地区外の獣医事務所職員、対象州外の州 DAPH 局長に対し（それぞれ中央州及び北西部州 DAPH の獣医師会合、州

DAPH 局長会合にて）、本プロジェクトの飼養管理活動を紹介し、州 DAPH 主催予定のファームデイへの参加も呼びかけた。 

・ 北西部州 DAPH は対象地域外の参加者を対象にしたファームデイを実施した。 
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プロジェク

ト目標の

達成状況 

プロジェクト対象地域において、育種

及び飼養管理の改善を通じた小規

模酪農改善のための技術・体制基

盤が整備される。 

【指標 1】 

・ フィールド調査(2011.1-7 に実施の Progeny test awareness-raising program にて)によると、100％の獣医師（調査対象：19 名）、98％の普

及員（調査対象：113 名）が後代検定済み種雄牛の精液を導入する必要性があると回答した。 

・ プロジェクト対象地域の 99.6％の酪農家（調査対象：2012.9-2013.7 に実施されたファームデイ参加酪農家 455 名）が後代検定済み種雄牛

の精液を導入したいと回答した。 

【指標 2】 

・ 対象地域における 96.1％の酪農家（2011.9-2013.8 開催ファームデイ参加農家 102 名のうち、98 名）がプロジェクトが推奨する 10 の飼養

管理技術のうち 50％以上の技術を実践している。（平均実践率 73.2％、技術別内訳：①Give your cows what they need 89.2％, ②Use cut 

grass most efficiently 61.2％, ③Avoid tethering calves too tight 97.5％, ④Measure wither height 21.7％, ⑤ Make a simple crush 56.5％, 

⑥Wash your hands before milking 96.6％, ⑦Milk twice a day 90.4％, ⑧Check heat 4 times a day 88.5％, ⑨Check cows before selling 

and buying 61.4％, ⑩Use a calendar for record keeping 51.0％） 

上位目標

の達成予

測 

1．プロジェクト対象地域において小

規模酪農家に適した飼養管理技術

の改善により、牛乳の生産性が向上

する。 

・ プロジェクトのモデル農家に対する調査結果によると、回答のあったモデル農家 15 軒中、乳量が上昇したと回答した農家は 8 軒（1.2－3.6

倍上昇）。変化がなかった農家は 2 軒。乳量が減少したと回答した農家は 5 軒である。減少理由は生乳回収が朝 1 回のみで、自宅や回収

所に冷蔵庫もないころから適切な保存ができず、搾乳回数を 1 日 1 回のみとせざるを得ない状況等による。 

・ 適正技術パッケージの実践率が 50％を超えるモデル農家の割合が 80％に達していることから、プロジェクト期間終了後から 3-5 年後には

牛乳生産量の 20％増加も期待される。牛乳生産量は、天候等の外部環境、生体のライフサイクルによっても変動することから、継続的な

計測調査が必要である。 

2．後代検定済みのジャージー種雄

牛が存在し、後代検定済みの凍結

精液を用いた人工授精が普及する。

・ 第 1 回後代検定、第 2 回後代検定を実施したが、使用された全候補種雄牛は結核陽性反応が出たため淘汰されたことから、これらの後代

検定済の精液の出荷が不可能となった。その後、クンダサーレ人工授精センターの 3 頭の種雄牛の精液と NLDB 牧場に新たに輸入された

雌牛を用いて第 3 回後代検定が実施中であることから、プロジェクト期間終了から 5 年後には後代検定済み精液が人工授精センターから

全国に出荷されることが見込まれる。 

3．スリランカにおいて後代検定の意

義の理解が深まり、育種体制が改善

される。 

・ スリランカ政府は結核結核病蔓延の影響による牛淘汰の後も、後代検定プロセス継続への強い意向を示しており、クンダサーレ人工授精

センターへの輸入牛のみならず、NLDB ダヤガマ牧場の輸入牛を後代検定プロセスに使用することを許可している。 

・ DAPH は今後 3 年間（2014－2016 年）の後代検定に係る予算を政府に申請した。 

実
施
プ
ロ
セ
ス
の
検
証 

活動計画

の進捗状

況 

・当初の PO に従った形で活動が実

施されたか？当初の PO と変更しな

がら活動を行った背景及び原因は

何か？PO の変更は適切な手続きを

経て変更されたか？ 

・当初の PO と変更しながら行った活

動の進捗と成果はどのようなものが

出ているか？ 

・ 2012 年の後代検定に係る活動は牛結核病の影響により、クンダサーレ人工授精センター及び NLDB ダヤガマ牧場の後代検定牛共に、

2012 年末までに淘汰され一時中断されたが、JCC において、NLDB 牧場（メニックパラマ、ダヤガマ）に導入されたオーストラリアからの輸入

牛を使用することを、C/P 関係機関間で合意し、2013 年にはクンダサーレ人工授精センターに新たに導入された候補種雄牛 3 頭を使用し、

後代検定プロセスを再開し、本調査時点で第 3 回調整交配が継続中である。 

1-1. ジャージー種及びジャージー

種交雑種の生産・繁殖能力を分析す

る。 

・ NLDB ダヤガマ牧場及びアンディガマ牧場にて、乳量（ピーク時の乳量及び泌乳期間）及び分娩（分娩間隔及び最初の人工授精までの期

間）に関する調査を実施した（2009 年 7 月～9 月）。調査結果によれば、両牧場における牛の乳量は低く、泌乳期間は短い。 

1-2. 後代検定プログラムの構築に

向けた、ジャージー種及びジャージ

ー交雑種の課題を分析する。 

・ スリランカにおける育種の現状分析が行われ、2009 年 11 月 4 日付報告書において後代検定に関する提案がなされた。提案の骨子は、十

分な頭数の候補種雄牛が確保されるよう長期の交配計画を立案すること及び人工授精を行う際には輸入精液を用いること、の 2 点であ

る。中間レビュー以降の活動実態を踏まえ、当初年 2 回の後代検定計画を年 1 回に変更する案が、2013 年 10 月開催の JCC で協議され、

承認された。 
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1-3. NLDB 牧場において記録管理及

び血統管理法を改善する。 

・ NLDB ダヤガマ及びアンディガマ牧場にコンピュータによるデータ管理手法を導入した。 

・ 後代検定の対象となっている牛群の人工授精及び分娩状況のモニタリングデータは月曜日ごとに NLDB ダヤガマ及びアンディガマ牧場か

らＦａｘにより専門家に送られていた。届いたモニタリングデータは、専門家が遺伝的能力評価モデル構築のためにデータ処理作業を行って

いたが、専門家によるモデル構築が完了し、データ処理作業は NLDB 牧場の技術者に移管されつつある。 

・ NLDB アンディガマ牧場におけるデータ管理強化、ネットを活用した報告の送信等に関する研修を実施した。（2012.6.11,7.19, 7.26, 9.10） 

NLDB ダヤガマ牧場には本プロジェクトによりミルキングパーラーが導入されデータ管理が容易になった。インターネットを活用したデータ報

告の送信方法に関する研修を行った（2013.5.17）。牛結核病の発生により一時中断されていたデータ管理、報告も 2013 年 6 月に再開され

た。 

1-4. 適正な後代検定手法を構築

し、実施する。 

・ 専門家の指導の下、C/P は NLDB ダヤガマ牧場、アンディガマ牧場及び（一時期メニックパラマ牧場）にて一連の後代検定手法を繰り返し

実施した。 

・ 2012 年 7 月以降の後代検定推進のための交配計画は、クンダサーレ人工授精センター及び NLDB ダヤガマ牧場での牛結核病の発生によ

り、プロジェクト関連牛を含む全ての牛が淘汰され、中断された。 

・ NLDB メニックパラマ牧場に 2012 年 3 月に導入されたオーストラリア牛を用いて候補種雄牛の生産を行うこととなった。2013 年 3 月までに

妊娠した牛のうち、泌乳能力の高い 29 頭を選び、雄牛が生まれた場合に場内に保留することとしている。 

・ 2013 年 1 月にオーストラリアから約 350 頭が導入されたことから、これらの牛を用いて調整交配、計画交配を再開した。 

1-5. 家畜生産衛生局育種課職員

及び NLDB 牧場職員に対し、調整・

計画交配及び乳量検定の実地指導

を行う。  

・ 後代検定プロセスに関する C/P 向け（DAPH C/P、NLDB アンディガマ牧場 C/P 及び NLDB ダヤガマ牧場 C/P）の講義の実施を含め、

（輸入精液による候補種雄牛のための計画交配（4 回）、候補種雄牛の選定（第 1 回）を実施した。 

・ クンダサーレ人工授精センターの雄牛を用いた採精及び凍結精液製造の技術指導や施設・機材の整備は行われている。 

・ 通常の後代検定では検定対象となる候補種雄牛を選ぶために 2 年間を要するが本プロジェクトでは実施期間が限られているため、候補種

雄牛を選んだ状態からスタートした。その為、1-4 の活動を通じ、DAPH C/P、NLDB アンディガマ牧場 C/P 及び NLDB ダヤガマ牧場 C/P

に対し技術面の実地指導は行われている。 

1-6. 家畜生産衛生局及び NLDB 牧

場職員が活用する後代検定手法の

マニュアルを作成する。 

・ 後代検定手法の基礎マニュアル「What is Progeny Test?」が完成し（2,000 部作成）、配布された。 

後代検定手法の応用マニュアルは作成中であり、2013 年 11 月に完成予定。 

C/P 向けに「Milk Sampling and Analysis」が作成された。 

・ 技術者向けに「Genetic evaluation manual」が作成された。 

2-1. 精液製造・配布、輸入精液、研

修プログラム、現場での人工授精実

施等、現行の人工授精プログラムの

課題を分析する。 

・ 短期専門家(人工授精（凍結精液製造）)の指導の下、凍結精液の製造過程、既に製造された凍結精液の検査の結果、製造方法や技術面

では大きな問題がないと判断された。 

・ DAPH C/P は短期専門家の助言を踏まえ、長年改訂されていなかった Breeding plan を 2010 年に改訂し、受胎率 50％を目標値として設

定した。 

・ 2009 年に短期専門家が 2 回派遣され、クンダサーレ人工授精センター、ポロンナルワ人工授精センター等との協働で、人工授精プログラ

ムの現状分析を実施し、種雄牛管理の面と凍結精液製造過程の衛生管理面で改善の必要性が高いと判断された。 

・ クンダサーレ人工授精センターにおける種雄牛管理と凍結精液製造過程の衛生管理改善のための施設改修が行われた。 

・ 種雄牛のリスク管理強化のために専門家の指導の下、牛の疾病のリスク分析とリスク管理についてのマニュアルが作成された。 

2-2. 人工授精センター(ポロンナル

ワ）の指導教官及び研修生（獣医師

及び人工授精師）に対し、改良され

た人工授精プログラムの技術指導を

行う。  

・ 人工授精センターにおける研修環境改善が実施された（ポロンナルワ人工授精センター：牛舎内の鉄柵設置、研修用カウモデルの導入）。

また、ポロンナルワ人工授精センターの研修宿泊施設、講義室、ラボラトリーの改修が行われる予定（2013.7）。 

・ 人工授精技術研修に関し、DAPH、クンダサーレ人工授精センター、ポロンナルワ人工授精センター、NLDB 牧場の C/P と協働で短期専門

家（人工授精)による指導員技術セミナーが開催された（2009.9-10 の間に計 10 回、累計参加者数は 236 名）。 

・ ポロンナルワ人工授精センター研修所では、人工授精研修の一環として後代検定の講義が常設され、センター担当獣医の Dr. Sunil が後

代検定の講義を行っている。（2013.4-8、4 回実施、参加者延べ 45 名）。 

・ 技術者向けに「人工授精マニュアル」がシンハラ語、タミル語で作成された。 
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2-3. 人工授精の現場技術者（フィー

ルド獣医事務所及び NLDB)に対し、

改良された人工授精技術を実地指

導する。 

・ 現場技術者向け人工授精技術研修が実施された。 

・ 対象 4 県のフィールド獣医事務所の獣医師と普及員に対して、専門家の指導の下、C/P により人工授精技術研修が 3 回開催された。累計

参加者数 109 名。（2011.3-5) 

・ NLDB 牧場の人工授精技術者に対して、専門家指導の下、C/P により人工授精技術研修が 4 回開催された。累計参加者計 5 名。 

3-1. 現行の飼養管理の課題を分析

する。 

・ 4 県 20 カ所のモデル農家選定過程にて、飼養管理の諸課題が分析され、モデル農家選定後、農家、農家を管轄する獣医事務所のスタッフ

とともにアクションプランを作成した。(2009.6-9) 

3-2. 選定された獣医事務所管轄区

域において、適正な飼養管理技術を

明らかにし、モデル農家づくりを通じ

て、該当フィールド獣医事務所の現

場技術者に対し実地指導を行う。 

・ モデル農家での実践技術として、17の技術が特定され実践されたが、これらの技術のうち、低コストで普及性の高い10の技術がさらに絞り

込まれ、一般農家への普及を目的とした適正技術パッケージとして取りまとめられた。 

・ 対象 4 県のフィールド獣医事務所の獣医師と普及員に対して、C/P と短期専門家 2 名（小規模酪農及び飼養管理)が協働し、適正な飼養管

理技術の実施研修を行った（2009.10-2009.12.7）。 

・ 2010 年 6 月から 2012 年 3 月まで、長期専門家が対象地域 4 県の 20 区域の全モデル農家 20 軒を毎月訪問し、飼養管理技術の移転を行

ったが、その際、当該区域のフィールド事務所の獣医師及び普及員が同行し、モデル農家への実地指導プロセスを通じ技術力向上を図っ

ている。 

3-3. 現場技術者及び酪農家向けの

技術マニュアルを作成する。 

・ 現場技術者及び酪農家向け技術マニュアル「10 things to do before you complain about your cow」「GFMI Calendar」は既に作成されてい

る。 

・ 一般酪農家への技術提供の為に、専門家の指導の下、DAPH と州 DAPH の C/P が主体となりファームデイを 39 回実施し適正技術パッケ

ージを普及した（2010.10-2013.11）。参加者は延べ 1,298 名。参加者の満足度は高く、すべての参加者は今後ファームデイが開催された場

合、再度参加したいと回答している。フィールド獣医事務所も第 24 回目（2012.10-）から主体的に適正技術パッケージの講義を受け持って

いる。 

・ 移転した技術の適用に関するモニタリングをファームデイ参加農家に対して実施しており（累計 102 軒）、10 の技術の平均適用率は 73.2％

である（2013.8）。 

3-4. 選定された獣医事務所管轄区

域以外において改善技術の普及活

動が実施されるよう関係機関を支援

する。 

・ 北西部州及び中央州獣医師会合において、対象区域外の獣医事務所職員とモデル農家を対象とする拡大ファームデイ開催の提案を行っ

た。（2013.2-8） 

・ 北西部州 DAPH は DAPH の技術支援を受け、拡大ファームデイを実施した（2013.11.4）。 

モニタリン

グの実施 

モニタリングはどのように実施されて

いるか？ 

・ 正式なモニタリングメカニズムとして合同調整委員会（以下、JCC）が 6 回、地方調整委員会（以下、RCC）が 4 回開催され、プロジェクト活動

計画に係る協議、進捗の共有と課題に係る協議が行われた。 

コミュニケ

ーション 

プ ロ ジ ェ ク ト 関 係 者 間 （ 専 門 家 、

C/P、モデル農家）のコミュニケーシ

ョンは十分か？ 

・ スリランカ側との定期的な会合が以下のとおり実施され、関係者間コミュニケーションが促進されている。（2013 年 9 月 20 日時点） 

①C/P 会合：51 回（2013 年から月 1 回、出席者 7-8 名） 

②NLBD 牧場：延べ 95 回（アンディガマ牧場）、62 回（ダヤガマ牧場）、（各月 1-2 回指導、2-5 名） 

③人工授精センター：延べ 95 回 

④州 DAPH：延べ 74 回 

⑤モデル農家：延べ 406 回（2011 年までは月 1 回、以降適宜） 

意思決定 プロジェクトの計画・実施における意

思決定過程は適切か？ 

・ 正式な意思決定メカニズムとして JCC が 6 回開催され、関係者間合意のうえでプロジェクト計画・実施における意思決定がなされている。 

オーナー

シップ 

・実施機関やC/Pのプロジェクトに対

する関心、認識、関与は十分か？ 

・ DAPH、NLDB の C/P は別の業務と並行してプロジェクト活動に関与しているものの、後代検定に係る認識、関心は高く継続意思がある。 

・ 州 DPAH の C/P はプロジェクトにより紹介された適正技術パッケージや普及方法を高く評価しており、プロジェクトの対象地域以外にも活用

していきたい意向がある。 

・ 獣医事務所の C/P はプロジェクトにより紹介された適正技術パッケージの汎用性と農家における変化を高く評価しており、農家への技術指

導に活用している。 

・ 本調査で訪問したモデル農家によると、適正技術パッケージ及び設置された資機材を活用したことで、牛の成育状況が改善され、また周辺

農家からの反響もあり、技術面での協力も行っている。 



－
83
－

6 

技術移転 ・これまでの技術移転の手法(モデル

農家、ファームデイ、その他セミナ

ー、研修含）に問題はなかったか？ 

・プロジェクトが提言する「後代検定

手法」「飼養管理手法」等のコンセプ

トはどの程度 C/P 側に理解されてい

るか？ 

・ モデル農家、ファームデイ、セミナー、研修等の多様な手法を通じ技術移転がなされたことで、これらの手法が貢献要因となり、「実績の検

証」で述べた通り、各アウトプット、プロジェクト目標が達成されている。 

・ 「実績の検証」のプロジェクト目標の達成状況で述べたとおり、プロジェクトが提言する「後代検定手法」「飼養管理手法」は C/P により実践

されていることから、十分理解されている。 

実施運営

体制 

・実施プロセスにおいて、運営上の

問題（人員、資機材、資金、組織内/

組織間のコミュニケーション、連携体

制等）はあるか？ 

・実施プロセスで生じている問題や、

効果発現に影響を与えた要因は何

か？その原因に対し、プロジェクトと

してどのような対応をしてきたか？ 

・ 後代検定の活動運営にあたり、DAPH と NLDB 牧場との連携が前提であり、2012 年に発覚した牛結核病の影響、2013 年の NLDB 牧場へ

の輸入牛の導入による C/P の業務過多により、徹底した牛群管理が求められる後代検定活動への影響があるが、C/P 機関間での後代検

定計画の修正案の策定、協議等が実施されている。 

・C/P が計画どおり配置されたか？ 

・C/P の人数、位置づけ、肩書き、能

力及び配属先は適切であったか？ 

・ 計画どおり C/P として延べ 88 名が MLRCD、DAPH、NLDB、州 DAPH（中央州、北西部州）、獣医事務所、モデル農家より配置され、専門家

とともに各担当分野の活動に従事している。 

・ DAPHは短期専門家が開発した遺伝的能力評価を引き継ぐために、新たにコンピュータプログラミングの経験のある2名の若い職員を指名

した。 

・直接の C/P 以外はどの程度巻き込

んだか？ 

・ 後代検定及び人工授精の研修活動をとおし、直接の C/P 以外の DAPH 育種課職員、NLDB ダヤガマ牧場、NLDB アンディガマ牧場職員、

クンダサーレ人工授精センター及びポロンナルワ人工授精センター技術者及び同センターの講義を受講した研修員が裨益した。 

・ 飼養管理に係る研修ではモデル農家管轄地区の獣医事務所職員（獣医師及び普及員）及び酪農家（プロジェクト主催/共催の普及活動に

参加した酪農家）が研修やファームデイ活動に参加した。 

中間レビ

ュー時の

提言はど

のように

活かされ

たか 

DAPH 本局における後代検定管理

体制の強化 

・ DAPH は短期専門家が開発している遺伝的能力評価を引き継ぐために、コンピュータプログラミングの経験のある 2 名の若い職員を指名す

る等努力はしているが、後代検定担当部署の創設に関し、本調査時点ではまだ実現していない。中間レビュー時にも指摘されているとお

り、後代検定を適切に推進するためには、NLDB 牧場の現場技術者のみならず、全体を統括する DAPH の人材充実が不可欠である。現在

の体制では知見の蓄積にて脆弱であり、担当者の異動に伴って後代検定の適切な推進が困難になる可能性がある。 

人工授精研修における後代検定講

義の常設 

・ ポロンナルワ人工授精センターにある研修所で行われている人工授精研修で、センター担当獣医が後代検定の講義を行っている。 

適性技術パッケージの広域普及を

めざした方法論の開発 

・ 州 DAPH は、モデル農家管轄地区外の獣医事務所職員が参加するファームデイを開催し、適正技術パッケージを広域に普及を実施してい

る。 

種雄牛のリスク管理強化 ・ 専門家（後代検定（リスク管理））により、牛の伝染病のリスク分析とリスク管理についてのマニュアルが作成された。また、リスク管理強化

のための施設改修もクンダサーレ人工授精センターで行われている。スリランカ政府も海外からの輸入牛の検疫設備を強化しており、また

クンダサーレ人工授精センターの担当獣医師は凍結精液用ストローを作成する実験室に人が出入りする際のルールを策定する等、リスク

管理への意識は高まっている。 

人工授精センターにおける液体窒素

の適切な利用 

・ 人工授精用凍結精液の作成、保管の過程、方法等を専門家（後代検定（リスク管理））が確認したところ、プロジェクトにより導入した 1,000

キロリットルの液体窒素タンクは有効利用されていた。 

クンダサーレ人工授精センターにお

ける凍結精液の事前確保 

・ クンダサーレ人工授精センターでは週 2 日、1 日 2 回の採精が行われていることが確認され、種雄牛を最大限活用していると専門家（後代

検定（リスク管理））により判断された。2013 年 9 月時点で実施中の第 3 回調整交配に十分な精液が確保されている。 
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アンディガマ牧場における衛生管理

と飼養管理の強化 

・ NLDB アンディガマ牧場の衛生管理に関し、糞尿散布機を導入し、トラクター等の機械に故障がない限り、有効利用されている。これにより

より効率的な糞尿処理が行われるようになり衛生管理は強化されていると判断できる。 

・ プロジェクト牛の成長が遅かったことから、専門家（後代検定（検定計画再構築））により育成期の増体の改善、春機発動の早期化を図るた

めの飼養管理改善策が提言され、C/P により実行されている。 

・ 飼料作物の需要状況を確認したところ、若干飼料が足りないことが判明し、特に乾季の飼料不足に対応するため、簡易ボックスを使った乾

草ベールを作る技術の移転が、専門家（後代検定（検定計画再構築））から C/P へ行われた。同時にハイブリッドネピアグラス（CO3）の草

地を 10acres 造成するための計画の策定及び実施方法を指導した。（その他、過去に本プロジェクトにより 50 acres の草地が造成されてい

る。） 

・PDM の変更（プロ目、アウトプットの

指標、活動の変更）の結果どのよう

な変化がもたらされたか？ 

・ 中間レビュー時の提言を踏まえ、PDM が実情に合った形に訂正されたことで、より関係者間で目標が明確に共有されることになった。 

妥
当
性 

政策・ニ

ーズとの

整合性 

プロジェクトはスリランカの政策と整

合性が取れているか？ 

・ スリランカ政府「マヒンダ・チンタナ 10 カ年開発計画（2006-2016）」「国家畜産開発政策」において、酪農業は特に公共投資の優位性の高い

セクターであり、生乳市場の育成は今後の酪農開発の前提条件と見なされるとしている。政策目標として「2016 年まで国産牛乳の国内自

給率を達成する」ことを目標に掲げている。 

・ 市場競争が国産牛乳の価格を左右するなか、国産品の優位性を保ち国内酪農家を保護するべく、2011 年には牛乳買取設定価格の値上

げ（1L 当たり Rs.30 を Rs.50 に増加）に関する法案を採択した。 

・プロジェクトはスリランカの小規模

酪農セクターにおける優先課題に取

り組んでいるか？ 

・ MLRCD は Production System Based Smallholder Dairy Farms Development Program（2010－2015 年）にて、延べ 69 万頭を飼養している

小規模酪農家（120,000 軒）への支援を通じ、年間 5.3 億 L（530million liters)の生産をめざしている。 

・ 乳牛の 90％は小規模酪農家が保有していると言われ、本プロジェクトの対象県のキャンディ、クルネーガラ、ヌワラエリヤ地域の酪農家

（343 戸）の状況調査結果（2008 年 6 月事前評価調査時）によると、小規模酪農では人工授精による交配法がほとんどである（92％）。従っ

て、遺伝能力が高く、質の高い種雄牛の凍結精液の必要性は高く、本プロジェクトは乳牛の遺伝的改良により凍結精液の質の向上及び酪

農家の飼養管理技術改善を通じて乳牛の生産性向上をめざすものであり、スリランカ政府の方針と小規模酪農家のニーズに合致してい

る。 

プロジェクトは受益者のニーズに対

応しているか？ 

・ 本プロジェクトでは品種改良による育種面からの改善に加え、その効果発現を支える飼養管理技術の改善に取り組んでおり、受益者のめ

ざす、牛乳生産性の向上と合致している。 

日本の援助政策・JICA 国別事業実

施計画との整合性はあるか？ 

・ 「国別援助方針」（2012年6月）における援助の基本方針として「後発開発地域に配慮した経済成長の促進」が掲げられている。かかる方針

の下、JICA は「後発開発地域の開発支援」を重点分野の 1 つとして設定し、さらに開発課題「農村地域の生産性・収益性の向上」に対する

協力プログラム「農漁村振興プログラム」を通じ、農業セクターの成長を通じた貧困削減、地域間所得の格差の是正を支援している。本プロ

ジェクトは同プログラムの下に位置付けられており、対スリランカ援助政策及び JICA 国別事業実施計画との整合性は高い。 

戦略・アプ

ローチ 

プロジェクトのアプローチ・デザイン

は上位目標・プロジェクト目標を達成

する手段として適切か？ 

・ 本プロジェクトは、プロジェクトデザインとして、育種と飼養管理両面に係る技術及び体制改善を通じて、小規模酪農の生産性向上をめざし

ており、包括的である。 

受益者の選定は適切か（対象・規

模）？ 

・ 対象 4 県にて飼養管理分野の調査を実施し、その結果を踏まえ獣医事務所との連携により、選定条件に沿ってモデル農家を選定した。（モ

デル農家の選定条件：a. 成功した酪農家事例を分析し、モデル農家としての適性を持つ既存の農家、b.後継者の有無を考慮し、将来性の

ある農家、c.過去の導入技術を参考に、普及の可能性の高い飼育技術の導入と実証ができる農家、d.地方に形成されている酪農グループ

に寄与できる農家） 

事業実施機関の選定は適切か？ ・ 育種及び飼養管理にかかわる DAPH、NLDB、州 DAPH、獣医事務所、モデル農家をプロジェクト C/P として位置付け、連携促進を図った点

で適切であった。 

後代検定に関するアプローチは、ス

リランカ国内の乳牛の能力向上を図

るうえで適切か？ 

・ 後代検定の一連の行程の中で、人工授精の受胎率や分娩間隔、候補種雄牛と娘牛の関係から乳量の遺伝率等、家畜改良、飼養管理に

欠かせない貴重な材料が提供されている。 
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プロジェクトの人工授精関連活動

は、人工授精センターの質的向上を

図るうえで適切か？ 

・ 後代検定の調整交配と計画交配の際に、受胎率を正確に把握し、a.凍結精液の質の点検、 b.フィールドや NLDB 牧場における獣医師、人

工授精師の技術点検に加え、衛生面及びリスク管理上の課題を把握した。改善策を策定し、人工授精センター（クンダサーレ、ポロンナル

ワ）の設備機材の整備を含む衛生面の改善を通じ、人工授精センター、NLDB 牧場の機能を強化した。 

プロジェクトの飼養管理関連活動

は、技術をモデル農家・一般農家に

普及するうえで適切か？ 

・ プロジェクトの飼養管理関連活動では、①乳量記帳や個体管理等の基礎データの記帳と分析を慣例化すること、②牛舎や搾乳設備等、小

規模酪農家であっても備えるべき基礎的な設備の整備、③熱帯の畜産では特に重要な優良牧草の有効利用技術の習得、④農家の技術

レベルに合わせた様々な飼養管理技術の導入等を目的とした低コストで実践可能な技術パッケージを開発し、農民の意思を尊重した各地

域・農家の状況に即した形で適正技術パッケージの導入を展開しており、実践率も高いことから適切である。 

JICA の経験・技術力は、本プロジェ

クトの目標（プロジェクト目標、上位

目標）を達成するうえで十分か？ 

・ 日本は乳用牛改良、飼養管理技術の向上を通じた生産コスト低減による経営改善に 30 年以上取り組んでいる。また、種雄牛の国際評価

に参加し、種雄牛の遺伝的能力が世界のトップレベルと確認される等技術の比較優位も高い。 

研修事業等他のスキームとの連携

は取られているか。とられている場

合どのような効果が現れているか？

・ C/P の本邦研修はいくつかの課題別研修も活用し、延べ 10 名を派遣した。帰国後 C/P は習得した知識と技術を活用しており、組織内外へ

情報共有、プロジェクト活動を含む技術移転の取り組みに活かしている。リスク管理の研修に参加した C/P は帰国後、派遣された専門家

（後代検定（リスク管理））とともに、リスク管理マニュアルの作成、リノベーションの実施等を行った。 

他のドナーとの援助協調においてど

のような相乗効果が計画されていた

か？ある場合は、どのような効果が

見られているか？ 

・ 種雄牛の遺伝的能力評価を実施した際には、NLDB ダヤガマ牧場、NLDB アンディガマ牧場で得られた後代検定による泌乳データに加え、

FAO 支援（Pedigree & Performance Recording Scheme：PPRS）により収集された一般酪農家からの泌乳データ(2010-2013.7)を活用してデ

ータベースを作成し、DAPH の C/P にデータプロセス、プログラミング等を含む技術指導を行った。 

中間レビ

ュー以降、

プロジェク

トを取り巻

く環境（政

策、経

済、社会

等）の変

化はあっ

たか。 

日本の対スリランカ政策に大きな変

化が生じなかったか？ 

・ JICA 国別事業実施計画において、プログラム名が「農漁村・地方開発プログラム」から「農漁村振興プログラム」に修正されたものの、貧困

層の経済基盤である農水産業の開発を重要課題に挙げている点については大きな変化はない。 

スリランカの農業開発、畜産・酪農開

発に係る政策に大きな変化が生じな

かったか？ 

・ スリランカ政府は各種政策文書にて、牛乳生産の自給率を高めること打ち出しており、その政策に変化はない。 

スリランカの経済状況に伴う大きな

変化が生じなかったか？ 

・ 中間レビュー以降大きな経済状況の変化はない。2009 年 5 月の内戦終結に伴う復興需要等によってスリランカ経済は実質 GDP 成長率

3.5％ (2009)、8.0％(2010)、8.2％(2011)、6.4％(2012)と近年の成長は著しい。GDP に占める農業セクターの割合は 12.0％（2009）、11.9％

（2010）、11.2％（2011）、11.1％（2012）と大きな変化はみられないが、スリランカ経済は、伝統的にはコメと 3 大プランテーション作物（紅茶、

ゴム、ココナッツ）を中心とする農業依存型経済であったが、経済発展とともに製造業や卸・小売業等が拡大し、最近では衣類製品が最大

の輸出品目となっている。 

社会状況での大きな変化が生じなか

ったか？ 

・ 中間レビュー以降大きな社会状況の変化はない。 

・ 現在は 2005 年 11 月の大統領選挙で当選したラージャパクサ大統領の下で、SLFP を中核とする統一人民自由連合（UPFA）が政権を担っ

ており、与党 UPFA は 2011 年に実施された市町村レベルの地方議会選挙でも、7 割以上の地方議会で過半数を獲得し勝利した。（外務省

「最近のスリランカ情勢」2012 年 1 月） 

・ 人口は 20,328,000(2011)、人口増加率は 1.0％（2011）と安定している。 

・ スリランカ政府は 2011 年 8 月、2005 年 8 月から継続されてきた緊急事態令を失効させた。また、2011 年 9 月に人権保護・促進に関する国

家行動計画を閣議決定し同計画に基づき、2011 年から 5 年間にわたり市民・政治、女性、経済、社会・文化、子供、労働者、海外出稼ぎ労

働者、国内避難民（IDP）という 8 つの分野での人権状況のモニタリング、レビューを行う予定。 

有
効
性 

プロジェク

ト目標の

達成状況 

プロジェクト終了時までに、プロジェ

クト目標は達成されるか？  

・ 「実績の検証」で述べたとおり、プロジェクト目標の 2 つの指標は既に達成されており、C/P の実施体制上の課題は残るものの、プロジェクト

終了時までにプロジェクト目標は達成される見込みである。 
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これまでの活動の進捗及びアウトプ

ットの達成状況から、プロジェクト目

標の達成を促進・阻害する要因があ

ったか？ 

【促進要因】 

・ 後代検定に関する啓蒙活動をフィールド獣医事務所の現場技術者、ファームデイ参加の小規模酪農家に対して実施したことにより、参加

者は後代検定への理解を深めその意義を認識した。 

【阻害要因】 

・ 牛結核病の発生によりクンダサーレ人工授精センター及び NLDB ダヤガマ牧場のプロジェクト関連牛が淘汰され、2012 年の後代検定プロ

セスが中断するという影響があった。C/P 機関間の協議のうえ、2013 年には代替案を用いて後代検定に係る活動は再開されることになっ

た。2012 年 3 月にオーストラリアから輸入された牛(NLDB メニックパラマ牧場）を用いて、候補種雄牛の生産を行い、また、2013 年 1 月に

輸入された牛（NLDB ダヤガマ牧場）を用いて調整交配、計画交配を再開した。 

・ NLDB アンディガマ牧場における衛生管理と飼養管理を強化することで、育成期の増体の改善と春機発動の早期化を図っている。 

JICA の他スキームとの連携、他援

助機関（FAO、オーストラリア等）の

案件協力による相乗効果があった

か？ 

・ オーストラリアによる支援の下（通称：Wellard Project）、2013 年 1 月に本プロジェクトの後代検定実施機関である NLDB ダヤガマ牧場に約

350 頭（初妊牛）と大型ミルキングパーラーが導入され、2012 年に牛結核病の発覚による同牧場の全牛淘汰により一時中断していた後代

検定活動は、これらの輸入牛を使用して再開した。 

・ NLDB ダヤガマ牧場スタッフは本プロジェクトにより導入したミルキングパーラーの運用経験を、Wellard Project により導入された大型ミルキ

ングパーラーの運用の際に活かすことができ、円滑な搾乳作業が行われている。また、両機械のシステムをつなぐ計画があり、記録管理

の向上を図りたいとしている。 

・ 種雄牛の遺伝的能力評価を実施した際には、NLDB ダヤガマ牧場、NLDB アンディガマ牧場で得られた後代検定による泌乳データに加え、

FAO 支援（Pedigree & Performance Recording System:PPRS）により収集された一般酪農家からの泌乳データ(2010-2013.7)を活用してデー

タベースを作成し、DAPH の C/P にデータプロセス、プログラミング等を含む技術指導を行った。 

・ C/P の本邦研修はいくつかの課題別研修コースも活用し延べ 11 名を派遣した。 

アウトプッ

トとプロジ

ェクト目標

との因果

関係 

3 つのアウトプットはプロジェクト目標

を達成するのに十分か？ 

・ 「実績の検証」で述べたとおり、アウトプット 1 はプロジェクト終了までに達成される見込み。アウトプット 2、3 は終了時評価調査時点で既に

達成されている。すべてのアウトプットがプロジェクト目標の達成に貢献した。 

アウトプットからプロジェクト目標に

至るまでの外部条件は、現時点にお

いても正しいか？外部条件の影響

はあったか？ 

・ DAPH、NLDB、人工授精センター、州 DAPH プロジェクト関係者、フィールド獣医事務所職員（獣医師及び普及員）は継続的に在籍し、各々

の職務に係るプロジェクト活動に参画した。 

効
率
性 

アウトプッ

トの達成

度 

アウトプットの産出状況は適切か？ ・ 「実績の検証」で述べたとおり、アウトプット 1 はほぼ達成され、アウトプット 2、3 は終了時評価調査時点で既に達成されている。 

プロジェクトの活動・投入以外のアウ

トプット達成の貢献要因はあった

か？ 

・ オーストラリアによる支援の下、2013 年 1 月に本プロジェクトの後代検定実施機関である NLDB ダヤガマ牧場に約 350 頭（初妊牛）が導入

され、2012 年に牛結核病の発覚による同牧場の全牛の淘汰により一時中断していた後代検定活動を、これらの輸入牛を使用して再開す

ることができた。 

アウトプット達成への阻害要因はあ

ったか？ 

・ モデル農家への普及活動は、これまで離農によりモデル農家の変更を余儀なくされたり、ヌワラエリヤ地区のエステート（茶園）内で酪農活

動を実施することの合意を得る必要性が生じたりしたが、本プロジェクトではこれらに適切に対処した。 

・ 2012 年後半、オーストラリアによる支援の下、NLDB がオーストラリアからの輸入牛を収容する場所を作るために、DAPH に事前相談もなく

NLDB ダヤガマ牧場の本プロジェクト関連牛を移動させたことがあった。 

・ NLDB ダヤガマ牧場ではオーストラリア支援のために増員（獣医 1 名、アシスタントマネージャー1 名、その他スタッフ 50 名）され、輸入牛（初

妊牛延べ 620 頭）が搬入された 2013 年 1 月以降、検疫、分娩対応、飼養管理、AI 対応（AI 技師 1 名とアシスタント 1 名）に追われている状

況である。後代検定に係るデータ取りまとめは獣医 1 名が対応しているが、この獣医は NLDB ダヤガマ牧場に加え NLDB ボバッタラワ牧場

も担当しており、今後の後代検定プロセスに係る人員体制が懸念されている。 
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投入・活

動・アウト

プットの因

果関係 

活動からアウトプットにいたるまでの

外部条件は、現時点においても正し

いか？外部条件による影響はあった

か？  

・ 「実施プロセスの検証」で述べたとおり、2012 年より、後代検定に係る活動は牛結核病の影響を受けた。クンダサーレ人工授精センター及

び NLDB ダヤガマ牧場の後代検定牛も 2012 年末までに淘汰され一時中断されたが、JCC にて、NLDB 牧場（メニックパラマ牧場及びダヤ

ガマ牧場）のオーストラリアからの輸入牛を使用することが C/P 関係機関間で合意され、2013 年にはクンダサーレ人工授精センターの新た

に搬入された候補種雄牛 3 頭を使用した後代検定プロセスを再開し、第 3 回調整交配が継続中である。また、本プロジェクトではリスク管理

向上のためにクンダサーレ人工授精センター施設改修、専門家（後代検定（リスク管理））の派遣を実施し、衛生管理及び種雄牛のリスク管

理の徹底を図り、適切に対応している。また、NLDB ダヤガマ牧場を含む新規輸入牛を導入した NLDB 牧場では、牛結核病を新たに検査項

目に含め、定期検査を行っている。 

・ 上述のとおり、NLDB ダヤガマ牧場の本プロジェクト関連牛を移動させたことから、「借腹牛の提供において、NLDB とプロジェクトの協力関

係が維持される」は一時期危ぶまれた。 

アウトプット達成のための投入（時

期、量・コスト、質）は適切か？ 

・ 小規模酪農家向けに開発した適正技術パッケージは低コストで実践可能な技術内容となっており、実践率も高く、その効率性は高い。 

・ 2011 年 12 月に実施した第三国研修は、隣国のインドへ研修員 24 名（DAPH、州 DAPH、獣医事務所）を派遣し、後代検定の現場視察を含

む研修を実施した。帰国後、様々な対象地域からの参加者を一堂に会し、フォローアップワークショップを行う等、効率性は高い。 

プロジェクト目標達成のための投入

（時期、量・コスト、質）は適切か？ 

・ 「実績の検証」で述べたとおり、日本側、スリランカ側の投入は計画どおり実施、活用され、プロジェクト目標が達成されていることから、そ

の効率性は高い。技術移転範囲の広さ、C/P 機関の多さ、プロジェクト対象地域の広さによる物理的移動距離の長さにかんがみ、長期専

門家 2 名体制（うち技術分野 1 名）では負担が非常に大きかった。 

プロジェクト実施の効率性を促進・阻

害している要因はあるか？ 

・ 後代検定に係るNLDB 牧場での記録管理はコンピュータの導入や専門家による指導により、各担当者のコンピュータ上のデータ処理・管理

能力は向上し、効率性が高まりつつある。 

・ NLDB 牧場のネット環境は整備されておらず、その立地上停電等もあることから、DAPH への記録の送信が困難な場合もあったものの、後

代検定システム構築のため、NLDB は両牧場のインターネット会社変更により、ネットワーク整備を実施した。 

・ プロジェクトにより作成された各種マニュアル、教材は C/P に活用されている。特にシンハラ語とタミル語に翻訳され作成された「10 things 

to do before you complain about cows」は適正技術パッケージの普及活動の促進に役立っている。 

イ
ン
パ
ク
ト
（予
測
）

 

上位目標

の達成の

見込みか 

上位目標は達成され得るか？ ・ 以下の各上位目標にかかる前提条件が満たされ、バイオセキュリティ対策を含めたプロジェクト活動が継続し、かつ外部条件に変化がな

い場合に、上位目標はプロジェクト期間終了から 3-5 年後には達成される見込みである。 

上位目標１（牛乳生産性の向上）：適切な牛乳の保管方法の確保と回収サービスが行われ、農家が適正技術パッケージをきちんと実践するこ

と。 

上位目標２（後代検定済種雄牛の凍結精液の普及）：DAPH と NLDB が現在再開中の後代検定プロセスを継続して実施すること。 

上位目標３（後代検定の意義の理解深化と育種体制改善）：DAPH における後代検定専任部署の設立。 

上位目標を達成するための取り組み

が行われているか。または取り組み

を行うための計画がなされている

か？ 

・ スリランカ政府は近年、酪農分野の開発のために努力をしており、その一例として 2012 年 3 月にオーストラリアから輸入したジャージー種

（10 頭）のクンダサーレ人工授精センターへの導入、育種への取り組み、酪農家への精液の配布を行っていることから、農家で飼育されて

いる牛の遺伝的能力の向上に貢献している。また、2013 年 8 月には主にヌワラエリヤ県を対象として、フリージアン種(5 頭）を導入してい

る。さらに、オーストラリアよりジャージー種とフリージアン種の純粋種と交雑種を輸入し、NLDB 牧場（ダヤガマ、メニックパラマ、ボバッタラ

ワ）への導入も行っている。従って、遺伝的能力の質の高い牛の導入により、牛乳量の生産量が向上すると見込まれる。 

・ DAPHはプロジェクト期間終了後も後代検定プログラムを継続していく方針であり、3年間（2014-2016年）の予算計画を策定し申請手続きを

行っている。 

上位目標の達成により、スリランカ

の開発計画、関連政策へのインパク

トは見込めるか？ 

・ 「妥当性」の項で述べたとおり、スリランカ政府は政策目標として「2016 年まで国産牛乳の国内自給率を達成する」ことを目標に掲げてお

り、本プロジェクトの上位目標である育種と飼養管理改善を通じた牛乳生産性の向上は政策目標に貢献するものであることから、そのイン

パクトは十分見込まれる。 

上位目標の達成を阻害する要因は

あるか？（政策、制度面、財政面、組

織面） 

・ 後代検定に係る DAPH の組織体制は担当部署が設置されていないことから、現状では C/P は他業務と兼任している状況である。 

・ NLDB 本部及び牧場関係者は DAPH が行う後代検定事業に将来も協力し、専任担当者を配置する意向がある、DAPH が主体的に連携を

強化できるかが課題である。 

因果関係 上位目標はプロジェクト目標の達成

によって達成されるものか？ 

・ 上位目標１は飼養管理改善技術の継続により、また上位目標２及び３は後代検定の継続により導かれる。本プロジェクトの目標は、左記上

位目標を達成するうえでの基盤となる技術・体制の整備であり、プロジェクト目標の達成は上位目標達成のうえでの必要条件である。 
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プロジェクト目標から上位目標に至

るまでの外部条件は、現時点におい

ても正しいか？外部条件の影響を受

ける可能性はあるか？ 

・ スリランカ酪農振興計画（牛乳・乳製品の自給率達成計画等）は継続する見込みである。 

・ DAPH によると、プロジェクト終了後も C/P が主体となり継続して後代検定、人工授精、飼養管理に携わる見込みである。 

・ スリランカ政府は小規模酪農家支援を目的とした各種事業を酪農振興地域の村落に展開しており、継続する見込みである。 

・ 対象地域の治安は安定しており維持されることが見込まれる。 

上位目標

以外の波

及効果 

政策の策定と法律・制度・基準等の

整備への影響はあるか？ 

・ 本プロジェクトにより新たに後代検定手法が導入され実施されたことで、DAPH はその業務計画に後代検定プログラムを継続して策定して

おり、今後、制度・基準整備、政策への影響も期待される。 

ジェンダー、人権、貧富等社会・文化

的側面への影響はあるか？ 

・ プロジェクト活動に参加したモデル酪農家には女性も多く含まれており、また、対象地域におけるファームデイを通じ、女性酪農家の研修参

加機会が拡大した。 

・ 「研修用カウモデル」が導入され、人工授精師養成研修に活用されている。動物福祉の意識が高く、長時間にわたって雌牛を実習活動に

拘束することがためらわれる研修生もいることから、文化面に配慮しつつより実践的な研修実施が可能となった。 

環境への影響はあるか？ ・ 糞尿散布機の NLDB アンディガマ牧場への導入、モデル農家へのバイオガスダイジェスターの設置による糞尿の適正処理を通じ、衛生環

境が改善されている。 

・ 人工授精センター及び NLDB 牧場での施設機材の整備を通じ、衛生管理の向上にも貢献している。 

技術面での変革による影響はある

か？ 

・ スリランカでは新たに後代検定が本プロジェクトにより実施されたことにより、C/P 機関である DAPH 及び NLDB 牧場技術者の後代検定の

基盤となる牛群選定、泌乳検定、飼養管理、体測技術、記録管理、飼料作物生産、人工授精等、各技術は向上し、スリランカの乳牛の能

力向上に資する技術移転がなされた。 

・ NLDB ダヤガマ牧場ではミルキングパーラーの導入により、乳量の自動記録管理が可能となった。 

その他プラスの影響はあるか？ 

 

・ モデル農家及び対象獣医事務所によると、モデル農家をはじめ、ファームデイに参加した酪農家は適正技術パッケージの実践により牛の

成育状況が向上し、いくつかのモデル農家及びサテライト農家では乳量の生産性向上、繁殖性の向上といった効果が確認されている。 

・ MLRCD 及び州 DAPH からは普及活動（モデル農家、ファームデイ）の有効性が認められ、対象地域拡大の要望が出ている。 

その他負の影響はあるか？それを

軽減する対策は取られているか？ 

・ 「実施プロセスの検証」で述べたとおり、2012 年からの後代検定に係る活動は牛結核病の影響を受けた。本プロジェクトではリスク管理向

上のために人工授精センター施設改修、専門家（後代検定（リスク管理））の派遣を実施し、衛生管理及び種雄牛のリスク管理の徹底を図

っている。スリランカ政府は新たに牛結核病を検疫項目に盛り込み、輸入牛が搬入されている NLDB 牧場での定期検査（年 1 回）を行うこと

となった。 

持
続
性 

（見
込
み
）

 

プロジェク

ト効果 

プロジェクト終了後も、プロジェクトの

効果（プロジェクト目標）は維持され

るか？ 

・ プロジェクト目標は既に達成されており、特に政策面、組織・財政面、技術面等の現状から判断し、プロジェクト終了後もプロジェクトの効果

が C/P により維持されると見込まれる。 

政策・制

度面 

現在の政策的枠組みはプロジェクト

終了後も維持されるか？ 

・ スリランカ政府の政策的枠組みは、牛乳の自給率達成を目標に掲げていることから維持されると見込まれる。 

・ 市場競争が国産牛乳の価格を左右する中、国産品の優位性を保ち国内酪農家を保護するべく、2011 年には牛乳買取設定価格の値上げ

（1L 当たり Rs.30 を Rs.50 に増加）に関する法案を採択した。 

関連規制、法制度は整備されている

か？整備される予定か？ 

・ DAPH は Animal Act (No.20 of 1958, No. 20 of 1964)、Animal Diseases Act (1992)、Animal Feed Act (No. 15 of 1986)を順守しており、関連

規制は整備されている。 

プロジェクト終了後、本技プロにより

導入された後代検定手法、人工授

精技術、飼養管理技術を適用した、

小規模酪農の技術整備による、牛乳

生産支援に対する取り組みが担保さ

れているか？ 

・ DAPH は牛の個体識別の登録システムを 2009 年より開始し、2013 年 10 月時点で全国の酪農家の牛の 65％まで登録作業が進んでいる。 

・ 州 DAPH では小規模酪農家を対象とした各種事業を実施中であることから、本プロジェクトが開発した適正技術パッケージ、モデル農家、

広域普及手法などを活用できる枠組みがある。 
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組織・財

政面 

協力終了後も効果をあげていくため

の活動を実施するに足る組織能力

はあるか（人材配置、意思決定プロ

セス等）？ 

・ 「実施プロセスの検証」で述べたとおり、DAPH はコンピュータプログラミングの経験のある 2 名の若い職員を増員する等努力はしているが、

担当部署の創設に関し、本調査時点ではまだ実現していない。中間レビュー時に指摘されているとおり、後代検定の適切な推進には、牧

場の現場技術者のみならず、全体を統括する DAPH の人材充実が不可欠である。現在の体制では知見の蓄積において脆弱であり、担当

者の異動に伴い、後代検定の適切な推進が困難になる可能性がある。 

・ また、C/P 機関は DAPH のより主体的な後代検定事業の関係者間の調整強化、情報共有を望んでいる。 

・ NLDB は牧場のマネージメントを向上させる努力をしている。ダヤガマ牧場ではオーストラリアの支援により初妊牛を輸入し、スタッフの増員

も行い、新たな管理システムを導入した。一方で後代検定事業は正確なプロセスと記録管理が求められることから、後代検定専任担当者

を配置する等の体制強化が求められており、NLDB もその必要性を認識している。 

・ 小規模酪農家への活動に関し、州 DAPH を主体とした広域普及活動ファームデイを獣医事務所とともに、実施していくとしている。 

・ 獣医事務所では普及体制構築に係る課題として、職域及び担当酪農家数の広さ、交通手段の欠如等の問題を抱えている。北西部州及び

中央州 DAPH は普及員の増員を閣議に申請している。 

C/P 及び実施機関のプロジェクトに

対するオーナーシップは十分に確保

されているか？ 

・ DAPH、NLDB ダヤガマ牧場、アンディガマ牧場、クンダサーレ人工授精センター及びポロンナルワ人工授精センターの関係政府職員及び

技術者の後代検定の重要性の理解は十分に確保されている。 

・ 州 DAPH 幹部、モデル農家管轄地区獣医事務所職員、酪農家（プロジェクトの普及活動に参加した酪農家）によると、本プロジェクトにより

導入された活動と手法は、今後も活用していく意向がある。 

経常経費を含む予算の確保は行わ

れているか？スリランカの予算措置

はプロジェクト終了後も十分に講じら

れるか？ 

・ DAPH の経常経費を含む予算の確保はなされており、DAPH によるとプロジェクト終了後も後代検定事業への予算措置は十分に講じられる

見込みがある。DAPH はプロジェクト期間終了後も後代検定を継続して実施していく計画があり、予算（2014-2016 年）申請手続きを行って

いる。 

・ DAPH は指導員養成研修を 2014 年第 1 四半期に計画しており、プロジェクトでは対象外の 5 州からの獣医師と普及員に対して、適正技術

パッケージの技術移転を行うための予算を確保している。 

プロジェクトの実施により将来の予

算が増える可能性はどの程度ある

か？予算確保の為の対策は十分

か？ 

・ 北西部州 DAPH ではサテライト農家への牛舎改修、草細断機等の購入に係る予算を確保している。フィールド獣医事務所によると小規模

酪農家を支援する政府による様々なプロジェクトがあるものの、普及体制の構築には人員、予算共に不足していることが課題として揚げら

れている。 

・ NLDB アンディガマ牧場での娘牛の飼養管理に関し、NLDB は牛舎の改修を実施している。また、プロジェクト終了後の濃厚飼料確保の必

要性に関し、予算確保が課題である。NLDB 本部はこれまでの改善結果を踏まえその必要性を認識しており、DAPH も費用を負担する意

向を示している。 

・ 他援助機関（NGO：アプカス、ワールドビジョン、USAID）等が飼養管理活動を実施しており、本プロジェクトの成果との連携の可能性があ

る。 

技術面 プロジェクトで導入した技術（後代検

定技術、人工授精技術、飼養管理技

術）が今後とも定着していくか？（技

術レベル、社会的・慣習的要因等） 

・ 一連の後代検定プロセスに関し、適切な飼養管理が前提条件であり、後代検定の特殊技術として人工授精、泌乳検定、遺伝的能力評価

が求められている。人工授精センターにおける人工授精技術のレベルは高く、また DAPH は人工授精技術の研修体制も確立している。泌

乳検定技術も既に習得されている。遺伝的能力評価に関しては DAPH のコンピュータプログラミング経験のある 2 名の職員にデータ処理技

術が移転された。後代検定のモニタリングに関し、特に遺伝能力評価分析について、DAPH は日本人専門家の継続的支援の必要性を認

識している。 

・ NLDB ダヤガマ牧場、NLDB アンディガマ牧場の技術者は後代検定の基盤となる泌乳検定、飼養管理、体測技術、記録管理、飼料作物生

産、人工授精等、各種技術を習得している。これらの技術、コンピュータ上のデータ管理能力を含め、実践を重ねることで更なる向上が求

められている。 

・ 人工授精センターでは職員のリスク管理に対する意識が向上しており、施設設備改修に伴いリスク管理のマニュアルに沿って業務が遂行

されており、今後も定着していくことが見込まれる。 

・ ファームデイに参加した小規模酪農家は平均して 73.2％の技術パッケージを実践していることから、継続して定着していく見込みは高い。 



－
90
－

13 

これまでプロジェクトで投入した資機

材がプロジェクト終了後も適切に管

理されるか？ 

・ 人工授精センターに導入された各種資機材は C/P により運用方法が習得されており、プロジェクト終了後も継続して適切に管理される見込

みである。 

・ NLDB ダヤガマ牧場では、本プロジェクトにより導入したミルキングパーラーとオーストラリア支援により導入した大型ミルキングパーラーを

活用しており、システムをつなぎ記録管理の向上を図る意向がある。 

普及のメカニズムはプロジェクトに取

り込まれているか？ 

実施機関が普及のメカニズムを維持

できる可能性はどの程度あるのか？

・ 一般の酪農家でも実践が可能な極めて低コストで効果的な 10 の簡易技法からなる適正技術パッケージを開発し、ファームデイ等を通じ、

モデル農家から周辺農家への技術普及を実施している。州 DAPH と獣医事務所によるとこれらの手法の効率性が高いことから、ファーム

デイ活動やサテライト農家への支援の拡大を希望している。 

・ 州 DAPH は政府（国レベル・州レベル）による様々なプロジェクト（Mobile Clinic、Heifer cow raring project、Dairy development project、Cattle 

shed construction 等）を実施中であり、獣医事務所はこれらの活動実施に際し、プロジェクトが紹介した適正技術パッケージの普及を行っ

ている。一方、獣医事務所では交通手段の欠如、担当農家数の多さ等から、往診等の通常業務上でも限度があり、普及活動を行う上での

課題が残っている。 

社会・文

化・環境

面 

女性、貧困層、社会的弱者、環境面

への配慮不足により、持続的効果を

妨げる可能性はないか？ 

・ 特に確認されていない。 

阻害要因 持続性を阻害するその他の要因は

あるか？ 

・ NLDB 牧場はその立地上、インターネットを含め通信ネットワークの整備が遅れていた。本調査中に両牧場を訪問したところ、両牧場ともイ

ンターネットが整備され、プロジェクト事務所にデータが送付されることが確認された。今後は安定的に稼働できるかを継続して確認していく

必要がある。 
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